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序章 
 
1. はじめに 
 
 「これからの日本企業のパラダイム転換をもたらす範例は、おそらく日本ではなく海外で誕
生するであろう。」これは『企業のパラダイム変革』（加護野忠男, 1988a）のエピローグに書か
れた、日本の将来を予言するかのような一節である。ゼロックスの小型複写機という事業革新
が、本国（アメリカ）ではなく日本の子会社から生まれた事例を受けての一節である。 
 「企業のパラダイム変革」から 30 年が過ぎた現在は、まさにそういう時代といえる。日系
企業のグローバル化が進み、事業革新の起点は日本だけでなく欧米へも広がり、更には新興国
も起点となる時代となっている。本研究はそういった時代背景の中で、日系グローバル企業が
新興国発の事業革新を、いかに進めるかに関する研究である。 
 さて、本研究の目的は、日系グローバル企業による新興国発の事業革新過程について、「本
社と子会社の関係」を通した「企業と顧客の相互作用」の 2 軸視点から分析し、「事業革新の
形成」と「相互作用の活性化」の関係を解明することである。 
 完成型の事業モデルの合理性や、創発型戦略の偶発的で事後的に形成される側面ではなく、
事業革新過程での、本社と子会社の関係を通して行われる「顧客との相互作用を活性化させる
工夫」に、焦点をあてた研究である。換言すれば、創発型戦略の、相互作用の活性化という企
業の意思で「事前の操作が可能な側面」に焦点をあてた研究である。 
 本章では、この研究を行うに至る背景と研究の概要について説明を行う。 
 
2. 新興国市場の拡大とその特徴 
 
 今世紀に入り新興国の経済規模が急速に拡大した。これは国際経営において新たな潮流であ
る。図 1 は世界の GDP に占める新興国の比率の推移である。 
 
   図１ 世界のＧＤＰと新興国比率の推移        表１ 1人当たりのＧＤＰ比較 
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 新興国の比率は、1990年代までは約2割で推移していたが2013年以降は約4割に拡大した。
この傾向がさらに進むと考えられている。更に特徴的なのは、日本とは所得格差が大きく、環
境が異なる新興国市場が急速に拡大したという点である。表 1 は、1960 年、1980 年、2010
年における 1 人当たり GDP の比較である。2010 年のインドは日本の 1/34、インドネシアは
1/14、中国は 1/10 であり、1960 年の日本の GDP/人が米国の 1/6 と較べても大きな開きがあ
る。 
 1970 年代から 1980 年代にかけて米国企業が日本市場に参入する際には、消費者や流通の違
いからさまざまな困難があった（角田, 1991）。しかし、今日の日本とインドやインドネシアと
の経済格差は、当時の米国と日本との格差の比ではない。日系グローバル企業にとって、これ
らの国への適応が極めて難しい課題と考えられる。 
 このような新興国市場の拡大に伴い、「新興国」という用語も頻繁に使われるようになった。
しかしその定義はあいまいであり、時代とともに変遷している。IMF は旧ソ連圏、東南アジア、
中東アフリカ、中南米の 23 か国を新興国(emerging markets)と定義しているが、世界銀行は
2016 年以降に先進国・途上国の区分けを取止めている。時代の変遷とともに、発展途上国、
NIEs、BRICs、新興国などさまざまな用語が使われており、今後「新興国」という用語が固
定化するかの確証もない。 
 そういった中で、本研究が対象とする新興国市場とは、中国、インド、インドネシアなど、
急速な成長を遂げ市場規模が大きいものの、経済格差（1 人当たりの購買力）などに起因した
市場特性の違い 1 から、先進国企業にとって市場適応が難しい市場のことである。 
 
3. 問題意識 
 
 国際経営研究では、「グローバル標準化」と「ローカル適応化」のバランスが重要とされて
来た（Lim など, 2006)。その前提として、先進国を中心としたグローバル市場の拡大があった。
しかし今世紀に入り、先進国と市場特性が大きく異なる新興国市場が拡大した。それは、標準
化・適応化のバランスの取れた事業運営が困難な市場が拡大するという、日系グローバル企業
にとって新たな課題の登場でもあった。 
 「リバースイノベーション」（Govindarajan & Ramamurti, 2011）で主張されるように、先
進国向け製品のマイナーチェンジで市場適応が困難な場合には、新興国発の事業革新が重要な
戦略となる。しかし、日系グローバル企業が新興国発の事業革新で成功した事例が限られてい
るため、このあり方を問うことは重要な研究テーマである。これが本研究を始めるに至った理
由である。 
 
                                                   
1 新興国への参入を難しくする要因についてさまざまな議論がある。ゲンマワットは新興国市場の特徴を、文化・制
度・地理・経済の距離（違い、格差）から捉え、耐久消費財は経済格差が特に重要としている（Ghemawat, 2001, Reprint 
R0108K, p.5)。ゴビンダラジャンとトリンブルも、中国やインドなど米国との経済格差（1 人当たりの GDP）が大
きい巨大市場の出現に着目し、日米欧を念頭に開発した製品をこれらの国で訴求することの難しさを指摘している
（Govindarajan & Trimble, 2012, pp.193-194）。一方、カナとパレブは、先進国ではあたりまえに存在する制度面
の不備（制度の隙間：Institutional void）に起因した、参入の難しさを指摘している（Khanna & Paleru, 2010）。
制度の隙間とは、市場情報の欠如、不明確な規制環境、非効率な司法制度などが不備なことである。本研究では、ゲ
ンマワットやゴビンダラジャン・トランプの主張に従い、主に経済格差（１人当たりの購買力）に起因した市場の特
殊性に着目する。 
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4. 本研究の構成 
 
 本研究の構成は、以下のとおりである。 
 1 章（先行研究と分析枠組）では、標準化・適応化や本社・子会社関係といった国際経営の
視点に加え、事業革新・起業研究（特に相互作用の議論）の先行研究レビューを行う。初めに、
これら 3 つの先行研究について、本研究への意義と課題の整理を行う。それに基づき、日系グ
ローバル企業の新興国発の事業革新過程という特殊な状況やその難しさを概念的に構造化し、
本研究の分析枠組を導入する。 
 2 章（分析方法）では、研究目的に適合した方法論を採用した上で、分析単位を設定し、分
析方法の検討を行う。エプソン「インクタンク」という新興国モデルの導入過程が、事例研究
の分析単位である。概念上の変数と事例上の事実との対応関係が明確な分析方法の導入が課題
となる。 
 3 章（事例）の冒頭では、分析単位の立ち位置を明確にするために、業界の概況、互換イン
クの普及状況、新興国での他社の試み、について説明を行う。次に、分析方法（第 1 章）に従
って、一連の過程を 6 段階に分けた記述を行う。この章は、拙著（松井, 2017b）に加筆修正し
たものである。 
 4 章（発見事実）は、分析枠組（第 1 章）と分析方法（第 2 章）に従い、事例（第 3 章）を
整理したものである。ここでは、事業革新の形成の確認を行う。 
 5 章（考察）では、事例の整理と事業革新の形成の確認（第 4 章）を踏まえた上で、既存研
究での主張と対比させながら、本事例での相互作用の活性化についての工夫や方策についての
考察を行う。 
 終章では、本論文の結論となる政策的含意を述べた上で、研究内容の貢献、研究の限界、及
び研究課題と展望を提示する。 
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第 1章 先行研究と分析枠組 
 
1. 新興国発の事業革新の研究で着目すべき要素 
 
 それでは、日系企業が新興国発の事業革新を進めなければならない状況とは、どのような状
況なのであろうか。本研究の導入として、この点について整理をしておきたい。 
 初めに着目したいのは時間経過の要素である。マイナーチェンジでは市場適応ができないと
いう状況には、そこへ至るまでに各種の段階があったはずである。最初に標準品を導入して見
て適応ができないことが判り、次に更にそのマイナーチェンジを導入しそれでも市場適応が困
難であるとことが判明し、事業革新が必用になる、という時間的な経過である。ここでの適応
とは、顧客に受け容れられる製品（事業モデル）を、企業として採算を確保でき、継続的な参
入を可能にすることである。採算を度外視した廉価版の導入で顧客の受容性を高めたり、採算
を重視して顧客に受け容れられない導入では、継続的な参入ができないためである。 
 次は、事業革新の起点に関連した点である。通常は、本国で確立した事業を他国へ（当初は
他の先進国、更には新興国へ）導入して行く流れの、バーノン型 2 の事業展開が一般的である。
しかし、日系企業の新興国発の事業革新の起点は、従来と異なり、本社がある日本（又は事業
の中心を成して来た先進国）ではなく、新興国である。そのため、標準化の知見を持つ本社と
適応化の知見を持つ現地が、協働で事業革新を進めて行く状況が考えられる。 
 最後は、不確実性やリスクとどう向き合うかについてである。マイナーチェンジでも適応が
困難な場合、次に行う戦略は更に難しくなる。急速に拡大した市場のため、市場情報の知見に
制約があるという問題もある。また、本国以外の新興国から事業革新を進める難しさもある。
更に、先進国との経済格差（１人当たりの購買力）などを背景とした先進国との市場特性の違
いもある。このような不確実性が高い状況では、無理をせずに時間をかけ、慎重に市場適応を
進めるのが理想的かも知れない。しかし急速な市場拡大を背景に、性急に市場適応が必用な場
合は、大きなリスクがあっても戦略実施が必用となる。 
 つまり、日系企業が新興国発の事業革新を進めなければならない状況では、「本社・新興国
子会社の関係」のあり方、「不確実性」との向き合い方、時間経過の中での「動態的」な動き、
の 3 つの要素が重要と考えられる。 
 
2. 先行研究レビューの留意点 
 
 本研究の目的は、日系グローバル企業による新興国発の事業革新のあり方を問うことである。
そのためには、標準化・適応化の議論に加えて、この事業革新の難しさに関係した 3つの要素
（「本社・新興国子会社の関係」のあり方、「不確実性」との向き合い方、時間経過の中での「動
態的」な動き）への配慮が必用である。 
 本章では、これらの配慮を踏まえながら先行研究のレビューを行い、新興国での事業革新の
課題を構造化し、その上で分析枠組と分析方法を導入する。 
                                                   
2 Vernon (1966)。 
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3. 先行研究レビューの手順 
 
 本節では、本研究の分析枠組を導入するために、3 つの視点の先行研究レビューを行う。そ
れを通して、各視点に関して、本研究への意義、本研究で用いる場合の問題点、本節での検討
項目、について整理を行う。 
 標準化・適応化のバランスが取れた事業運営の困難な新興国市場が急速に拡大し、それが日
系グローバル企業の新たな課題となっているため、国際経営論の標準化・適応化の各種議論を
最初に取扱いたい。 
 本社・子会社関係は、国際経営論の重要な研究分野である。しかも、日系企業が新興国向け
の事業革新を起こすというコンテキストでは、本社と現地子会社関係が重要な要素である。そ
のため、この分野のレビューを 2 つ目に取扱う。 
 日系企業が新興国向けの事業革新を進める上では、「不確実性」とどのように向き合うかが
重要である。そのため、不確実性を重要課題として取り扱う事業革新と起業研究が、3 つ目の
レビューである。 
 
3.1 「標準化・適応化」議論の変遷と今日の課題 
 
 先進国のグローバル企業は、新興国の市場参入に際して、従来の先進国を中心とした市場展
開と較べ、標準化と適応化の両立が難しいという課題がある。この問題に対してはさまざまな
議論が行われている。 
 適応のために標準化から逸脱した新たな資源構築を必用とする場合、戦略実施には大きなリ
スク（天野, 2010; 臼井・内田, 2012; 元橋, 2013, p.229）を伴うという問題がある。 
これを天野(2010)は、「非連続型戦略」とよんでいる。この非連続性に伴うリスクを克服するた
めには、李(2018)は創発型アプローチの重要性を指摘している。しかし、創発型アプローチの
視点からグローバル企業の新興国への参入戦略を詳細に分析した実証研究が限られていると
思われる。 
 Govindarajan & Ramamurti (2011) は、インドや中国のように先進国と市場状況が異なる
大市場が出現したため、先進国向け製品のマイナーチェンジによる市場適応には限界があると
の指摘している。そしてその対応として、新興国発の事業革新3の推進を提唱している。その方
策としては、経営トップ直轄の LGT (local growth team)を現地に創設し、LGT へ大幅な権限
を委譲し、LGT がグループ企業内資源を有効利用4できるような経営トップの配慮することが、
重要としている。 
 新興国で標準化・適応化のバランスが取れた参入が困難な場合、その対応が国際経営の新た
な課題となっているという問題提起は、重要な指摘と言える。しかし、その成功事例が限られ
ており、その処方箋について各種研究が行われているが有力な主張も限られている。 
 
                                                   
3 新興国発の事業革新は、将来的には先進国でも普及する事業革新となり得る可能性があり、先進国から途上国へと
普及が進む従来型の事業革新とは逆向きのため、彼らは「リバースイノベーション」とよんでいる。 
4 代表事例として彼らは、GE ヘルスケアがインドで開発した心電計を取上げている。購買力・電源事情などインド
の特殊事情に対応するため、安価で携帯型心電計の開発が不可欠であった。医療機器用の部品を使うと高額になるた
め、LGT は GE がグループ全体で扱っている主要部品の中から安価な汎用部品を活用することができた。 
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 以上をまとめると、標準化・適応化が国際経営における重要な視点である一方で、市場が拡
大する新興国においてそのバランスを取ることが困難な状況が、国際経営の新たな課題となっ
ている。この問題をどのように解決して行くかについての分析を行う枠組と方法の構築が、本
節では重要な課題である。 
 
3.2 本社・子会社の関係の視点 
 
 多国籍企業を、1 つの階層型組織の塊（hierarchical monolith）としてではなく、組織間ネ
ットワーク（interorganizational network）という組織間の関係性として捉えた（Birkinshaw 
& Hood, 1998）ことは、Ghoshal & Bartlett (1990)の貢献がある。また彼らは、国際経営にお
ける集権化と分散化の利点を補完し合う体制として、トランスナショナル企業を提唱している
（Bartlett & Ghoshal, 1989; Ghoshal & Bartlett, 1990）。その本社・子会社関係の特徴は、分
散化・専門化をしながら相互依存をする関係と、本社と子会社が相互依存しながら協働で知識
を開発しグローバルで共有する点にある。 
 本国以外の新興国で事業革新を進めるという特殊な状況を分析するためには、グローバル企
業を 1 つの塊ではなく、本社と子会社とが相互依存の関係性として捉える視点には、重要な意
義があると考えられる。 
 一方、本社・子会社関係を動態的に分析すべきとの主張もある。椙山（2009, p.p 104-107 & 
188-189）は、現地知識活用戦略を動態的に分析する枠組の理論構築を提唱している。現地適
応策の試行錯誤を通して戦略を進化させて行くという視点である。また、本社・子会社関係を
伴うグローバル標準化と現地適応化の問題について、馬場(2004; 2007)は、「事前の戦略策定だ
けでなく、結果のフィードバックを通じた柔軟な戦略調整」（馬場, 2004, p.296）や「事前の戦
略的意思決定のみならず環境変化に対応し続けるような事後的な能力」（馬場, 2007, p.124）と
いう、動態的な分析視点の重要性を指摘している。 
 椙山と馬場が主張するように、本社・子会社関係を動態的に分析することが、本研究にも有
用と考えられる。Bartlett & Ghoshal (1989)は、本社と子会社との関係において、中央集中型
と分散型の功罪を補完し合う柔軟な組織関係（トランスナショナル企業）を提唱している。そ
れはグローバル組織の一般化した静態的なあり方についての提唱である。そのため、もしも時
間経過の中での本社・子会社関係の動きを分析ができれば、両者のより詳細な関係を明らかに
できる可能性がある。 
 しかし、この動態的な分析枠組には残された課題も多い。「概念上の測定や変数間の関係の
特定のしかたなどの実証方法」の開発が課題となっている（椙山, 2009, p.189）。また、質問票
調査は動態的・長期的変化の検証には不向きのため、代表事例を発掘し事例研究を行う必要が
あるが、こうした能力を企業外部から調査することが困難である（馬場, 2004, p.297 より筆者
要約）。 
 つまり、事業革新という時間経過の中で変化して行く本社・子会社関係の分析には、グロー
バル組織のあり方を一般化した視点を、そのまま使うことが困難である。そこで、この分析に
は馬場（2004; 2007）や椙山(2009)が指摘するように、長期に渡る動態的変化を詳細に分析す
る事例研究が望ましい。そのためには、1 社事例の長期過程を観察する調査の実施と、概念的
枠組（変数）と事例上の事実との対応関係が明確で実証可能な分析方法の導入が、どうしても
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必用となる。しかも、その分析枠組と実証方法の考案は、馬場・椙山が指摘するように困難で
はあるが、本研究には重要な課題である。 
 
3.3 相互作用の視点 
 
 3 つ目のレビューは、事業革新や起業研究の視点として頻繁に登場する相互作用についてで
ある。 
 戦略形態を大きく 2 つに大別すると、計画型と創発型がある (Mintzberg & Waters, 1985; 
Minzberg など, 邦訳 2013; 沼上, 2009; 網倉, 2009; 伊丹, 2012)。計画型は戦略の実施結果の
不確実性が低い状況で有効とされる形態で、創発型は不確実性が高い状況で有効とされている。
創発型戦略では、偶発的な出来事やフィードバックとの相互作用で、戦略が事後的に形成され
て行くとする考え方である（加護野, 1988b; 石井, 1993; 沼上, 2009)。また、製品（事業モデ
ル）は、導入をしながら環境との相互関係で形成されるので、そもそも事前には最適解が存在
しないとする考えである。 
 一方、起業研究においても同様の指摘がある。起業リスクと相互作用（Ries, 2011; Blank, 
2013）に着目した研究が行われている。起業は不確実性を伴うので、リスクの緩和には、小規
模な市場導入から始めて「導入→検証・学習→修正」のループを速く回すことが重要としてい
る。 
 相互作用の視点は、本研究に 2 つの意義がある。1 つ目は、不確実性が高い状況で事業革新
を進めるには、市場環境との積極的な相互作用を通した戦略形成が必用であるとする点である。
また、不確実性が高く最適解が事前に存在しない（あるいはそれを見つけることが困難な）状
況では、リスクを伴う大型投資を初めから行うよりも、小規模な導入から始めて市場との相互
作用を行いながら徐々に事業規模をスケールアップすることで、戦略実施に伴うリスクを最小
限に抑える可能性があるという点である。ただし、相互作用を重視する創発型戦略にも課題が
ある。創発の偶発性のみに依存すれば戦略とは言い難い。創発型戦略における、事後的な（あ
るいは偶然の）成果ではなく、企業が意思や創意工夫によって事前に操作可能な側面が何か、
という疑問が残る。 
 ２つ目は、この相互作用が、事業革新過程を分析する上で有効な視点となりうる点である。
この一連の過程には、さまざまな段階が存在する。既存環境（先進国）と異なる環境への参入、
そこへの適応戦略（例えば既存製品のマイナーチェンジ）の実施、既存品のマイナーチェンジ
で適応が困難と判明、新たな製品の探索、新たな製品の創造、その訴求、などの各種段階であ
る。そのような性格が異なる各段階において、企業と市場（顧客）間の相互作用を詳細に確認
することで、事業革新過程についてより詳細な示唆が得られる可能性がある。 
 ただし、本社・子会社関係の課題と同様に、1 社事例の長期過程を観察する調査の実施と、
概念的枠組と事例上の事実の対応関係を明確にして実証可能な分析方法の導入が、重要な課題
となる。 
 
3.4 先行研究レビューのまとめ 
 
 標準化・適応化が国際経営の重要な視点であり続けて来た。しかし、市場拡大が目ざましい
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新興国では、そのバランスを取ることが困難な状況があり、これが国際経営の新たな課題であ
る。この課題が本研究の出発点であり、その解決についての分析枠組と方法の構築が本節の課
題と言える。 
 日系企業の新興国における事業革新の戦略形成を解明する上で、本社・子会社関係が重要な
研究視点である。しかし、この事業革新過程における本社・子会社関係は、一般化した静態的
な関係ではなく、時間経過の中での変化して行く関係と考えられるため、それを分析する枠組
と方法の導入が課題である。そのためには、1 社事例について事業革新の長期に及ぶ過程の調
査を実施する必要がある。更には、概念枠組と事例の事実の対応関係が明確で実証可能な分析
方法の考案が、難しいが重要な課題である。 
 事業革新論や起業研究では、事業の不確実性を背景として、企業が市場（顧客）と積極的に
相互作用を行う創発型の戦略プロセスを重視している。日系企業による新興国発の事業革新は
不確実性が高い状況下での戦略策定であるため、この視点を本研究の分析視点に援用するべき
と考える。 
 ただし、それには 2つの課題がある。相互作用を伴う創発型戦略では、偶発的・事後的に戦
略が形成される側面が強調されているが、これでは戦略性が乏しい。相互作用による創発の、
企業が意思と創意工夫により事前に操作可能な側面の解明が、1つ目の課題である。 
 事業革新過程における、企業と市場の相互作用を詳細に確認することで、この解明ができそ
うである。しかし、上述の本社・子会社関係の課題と同様に、概念的枠組と事例上の事実との
対応関係を明確にし、実証可能な分析方法の導入が必用である。これが 2つ目の課題である。 
 
4. 分析枠組の導入 
 
 先行研究レビューを通してまとめた本研究への意義と課題を踏まえ、本節では分析枠組の導
入を行う。日系企業による新興国発の事業革新過程について、以下 3 つの状況や特徴を設定す
ることで、その過程を概念的に構造化し、本研究の分析枠組を導入する。 
 1 つ目は戦略形態の特徴についての設定である。予測可能性が低い状況では、事業戦略の最
適解が計画立案時には存在しないので、情報量やその処理能力の拡大 5 に頼った計画型の戦略
策定には限界がある。むしろ、企業が市場環境との度重なる相互作用を通して戦略が事後的に
形成されて行くという、創発型の戦略形成の設定である。 
 2 つ目は相互作用が行われる特徴である。標準化・適応化のバランスを考慮しながら本国以
外の新興国での事業革新を行う状況では、企業と顧客（市場環境）の相互作用は、本社と子会
社の関係を通じて行われる、という設定である。 
 3 つ目は、創発における戦略性についてである。つまり、相互作用を伴う創発において、企
業が意思と創意工夫によって事前に操作が可能な側面が、どこにあるかという点である。予測
可能性が低い状況での事業革新過程では、企業は合理的な戦略（最適解）を事前に意図するこ
とが難しい。しかし、本社・子会社関係の工夫により、戦略形成を促すための「相互作用の活
                                                   
5 Galbraith (1973, 邦訳 1980)は不確実性を「職務を完遂するために必要とされる情報量と、すでに組織によって獲
得されている情報量とのギャップ」と定義している。一方、本研究で取扱う予測不可能性とは、情報量の量的なギャ
ップではなく、そもそも最適解やそれに必要な情報が事前にはわからない状態である。Galbraith (1973, 邦訳 1980)
が定義する不確実性と分けるために、本研究では「予測可能性が低い」と表現している。 
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性化」を、企業が事前に意図・操作することが可能であるという設定である。 
 本研究では、以上の 3 つの設定を分析枠組として、日系グローバル企業による新興国発の事
業革新過程のダイナミズムについて、「本社と子会社の関係」を通した「企業と顧客の相互作
用」に焦点をあてた分析を行う。換言すれば、日系グローバル企業の事業革新過程における、
本社・現地販社関係を通した企業・市場間の相互作用に焦点をあてた分析をし、「事業革新の
形成」と「相互作用の活性化」の関係を明らかにすることが、本研究の目的である。 
 本研究の特徴は、完成型の事業モデルの合理性に関してではなく、そこに至る過程の中での、
本社と子会社の関係を通して行われる「顧客との相互作用を活性化させる工夫」に焦点をあて
る点にある。つまり、創発型戦略の、偶発的で「事後的に形成される側面」ではなく、相互作
用の活性化という企業の意思や創意工夫で「事前の操作が可能な側面」に焦点をあてた研究で
ある。 
 次章では、この研究を進める上での分析方法の導入を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
第 2章 分析方法 
 
1. 研究目的と方法論 
 
 本研究の目的は、日系グローバル企業の事業革新過程を、本社・現地販社関係を通した企業・
市場間の相互作用に焦点をあてた分析をし、「事業革新の形成」と「相互作用の活性化」の関
係を明らかにすることである。そのためには、長期に渡る事業革新過程における、本社・現地
販社関係や、それを通した顧客（市場）との相互作用についての動態的な動きや変化を、注意
深く調査・分析する必要がある。 
 そこで分析方法としては、多数企業への質問票調査の方法を採らず、1 社事例を詳細に調査
し分析を行う、質的データ分析（佐藤, 2008）の方法を採ることにする。 
 また、日系グローバル企業の事業革新過程という状況の中での、相互作用の活性化策につい
ては、具体的な仮説の設定が困難であり、要因が複数ある可能性もある。そのため、一定の分
析枠組に従って、1 社事例の長期に渡る過程を詳細に分析し、そこから含意を見出して行く仮
説発見型の、帰納的事例研究(inductive case study 6 )の方法を採用する。 
 
2. 分析単位 
 
 事例研究の分析単位は、エプソン本社、エプソンのインドネシア販社とその顧客を対象とす
る。また、分析単位の期間は、エプソン「インクタンク」の導入過程であり、新興国で既存製
品の有効性を否定し新たな事業モデルの探索をインドネシアで始めてから、それを導入し、イ
ンドネシアで訴求の目途がつくまでである。つまり、本社・インドネシア販社・インドネシア
顧客との関係を通じて、新興国での課題（互換インクの問題）を解決したインクタンクという
製品（事業モデル）がインドネシアで目途がつくまでの、最も困難な過程が分析単位である。 
 本研究は、本社と子会社を通した顧客との相互作用に着目した研究であるため、本社、イン
ドネシア子会社、その顧客の 3 つのパースペクティブから分析を行う方法を採用した。 
 1 社事例のみの研究に偏る問題を補強するために、事例（3 章）の冒頭で、業界全体の動向
や各社の新興国モデルの試みについて触れることにする。 
 「インクタンク」とは、エプソンの新興国専用のインジェットプリンタ（IJP）の総称であ
る。初代モデルは 2010 年にインドネシアで導入された。その後、インクタンクは新興国各国
でヒット商品に成長し、新興国各国で既存製品から順次インクタンクへ置き換えが行われた。
しかし、インドネシアで目途が着いた後の、インクタンク販売の新興国各国での成功の過程は、
本研究の分析単位ではない。 
 この事例を選定したのは、以下 3 つの理由からである。第 1 の理由は、日系企業による新興
国発の事業革新の事例が限られている中で、成功事例の一つである点である。プリンターメー
カー各社が、さまざまな新興国専用モデル導入の試みを行って来た。しかし、それらの販売は
短命に終わるか拡大傾向を示していない。その中でインクタンクは、新興国での販売が継続的
                                                   
6 一社による事業革新の長期に渡る過程について、一定の視点から詳細な分析を行う、帰納的な研究スタイルは、
Tripsas & Gavetti (2000, p.1149)によるポラロイド社の研究を参考にした。 
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であり、しかも拡大傾向を示す代表的なインクジェットプリンター（事業モデル）であるとい
う点が、第 2 の理由である。また、日系企業の本社と現地販社が取り組むことで実現した事業
革新である点が、第 3 の理由である。 
 
3. データ収集の方法 
 
 1 社事例を詳細に調査し分析を行う本研究では、インタビュー調査による豊富な質的データ
の収集が不可欠である。調査対象期間の状況を知る関係者にインタビューを行い、可能な限り
多面的な調査を試みた。 
 インタビューの対象者は、エプソン関係者（5 組）、インドネシアのエプソンディーラー（7
組）、プリンター業界に詳しい関係者（2 組）である。（表 2 参照。） 
 
表 2 インタビューリスト 
 
                                  松井(2017b)に加筆 
 
 インタビュー形式は、半構造化面接法 7（鈴木, 2005）を用いた。 
 収集データの信頼性を確保するために、複数関係者のインタビューなど各種データを照合し
ダブルチェックするトライアンギュレーション8の手法を用いた。また、内容についての調査者
（著者）の誤解や理解不足を減らすために、各インタビューの後には、収集した内容（データ）
のメモを作成し、インタビューに協力した方々に確認をして頂いた。 
 インタビューデータが主な情報ソースではあるが、セイコーエプソン社の公開データ、新聞
雑誌、調査会社のデータを補完的に活用した。 
 
 
                                                   
7 事前に作成した質問票に基づいてインタビューを行うが、回答者のコメントの流れに従う形で、事前に作成した内
容以外についてもコメントを貰う。 
8 トライアンギュレーション（Eisenhardt, 1989)。 
氏名・所属（その時期）
2017年2月8日 セイコーエプソン豊科事業所 平崎道也（2008年4月～2012年3月にエプソンインドネシア販社社長）
2017年2月25日 松本市内
遠藤鋼一（2003～2009年にセイコーエプソンのIJP設計部長、事業部長、業務
執行役員・情報画像本部副本部長など、2009～2015年に業務執行役員・エプ
ソンシンガポール社長を歴任）
清水智哉（2016年～、エプソンインドネシア販社取締役）
エプソンインドネシア販社、マーケティング担当者（社歴10年）
エプソンインドネシア販社、営業担当者（社歴12年）
2017年4月12日 ジャカルタ市内
ジャカルタのエプソン・マスターディーラー（２社）：
Indo Bhakti Utama社、Multi Berkat社
2017年4月13日
エプソンインドネシア販社ス
ラバヤ支店（スラバヤ市内）
エプソンインドネシア販社 営業担当者（社歴12年）、営業担当者（社歴14
年）、サービス担当者（社歴7年）
2017年4月13日 スラバヤ市内
スラバヤのエプソン・マスターディーラー（5社）：
Epson Gallary社, Toko社, Sky Print社, 3D Store社, ACK Store社
2017年6月23日
2018年10月3日
インターウォッチ社（東京、
神田）
野村哲夫(インターウォッチ社代表）、
岩田治信（マーケティングマネージャー）
2017年6月22日 東京都内
大河原克行（ジャーナリスト、『究め極めた「省・小・精」が未来を拓く』
の著者）
2017年9月14日 東京都内 エプソン関係者（匿名）
2017年4月11日
エプソンインドネシア販社、
ジャカルタ市内
インタビューの時期・場所
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4. 概念上の分析枠組と事例上の事実の対応関係 
 
 概念上の分析枠組と事例上の事実との対応関係を明確にし、実証可能な分析方法を考案する
ことが、先行研究レビュー（1 章）では、本研究の課題であることが判明した。しかし、椙山
（2009）が指摘するように「概念上の測定や変数間の関係の特定のしかたなどの実証方法」が
難しい課題なので、本節ではその検討を行う。 
 この課題に対応するには、分析方法を導入する際に、以下 3点の克服が必用と考えられる。 
① 概念上の 2 変数（事業革新の形成、相互作用の活性化）と事例上の事実とが密接に関連し 
  ている。9 
②「事業革新の形成」は、事例上の発見事実から特定化し易い事実である。 
③ 事例上の 発見事実から「相互作用の活性化」について考察がし易い。 
 
 これら 3 つの課題を克服しつつ、本社・子会社関係を通した顧客との相互作用を分析するた
めに、以下の手続きで研究を進めて行く。 
 
(1) 事業革新過程の段階化（3章） 
 一連の事業革新過程を、１つではなく、複数の段階として捉える方法を採る。また、各段階
での出来事や行動は、その前後の段階と密接に関連していることから、事業革新過程（分析単
位）のみではなく、その前後の過程についても調査範囲に加える。10 
 事例（3 章）では、一連の事業革新過程を段階化した上で、各段階の行動と出来事について
は、いつ（どの段階で）、だれが（本社、子会社、顧客）、どのように（指示、移譲、協働）、
何をしたか（行動や意思決定、それらの変化）に、注意を払いながら記述を行う。 
 
(2) 発見事実の整理（4章） 
 本社・子会社関係を通した顧客との相互作用についての事例上の事実（出来事、行動や意思
決定）を、確認しやすくするるために、3 章で記述した事例を、4 章では本社・子会社・顧客
に分けて整理を行う。 
 
(3) 各段階でのトリガーの特定化（4章） 
 事業革新の形成という概念モデル上の変数は、事例上で特定し易いものでなければならない。
そこで、事業革新過程を複数に段階化した上で、各段階でのトリガーに着目する。ここでのト
リガーとは、各段階での各種の出来事や行動の中で、これが無ければ次の段階に進まない（反
実仮想 11）ような重要で確認しやすい行動のことである。また、各段階での『次の段階へ進む
トリガーとなる行動』を、概念モデル上の「事業革新の形成」に相当するものとして定義する。
つまり、概念モデル上の事業革新の形成とは、事例上では、各種の行動や出来事によって次の
                                                   
9 概念モデルと具体的データとの対応関係が、質的研究では重要である（佐藤, 2008)。 
10 各段階の行動（意思決定）は、以前の段階の相互作用（あるいはそれらの蓄積）に影響を受ける可能性があるた
め。問題解決の過程を分析する上で、問題解決だけなく、問題発生の起点となる出来事からの説明が必用 （田村、
2016, p.47)。 
11 反実仮想による焦点の設定（田村、2016, p.p.85-86）。 
13 
 
段階へ進むトリガーが形成されることである。 
 
(4) トリガーの要因となる行動・出来事の確認（4章） 
 各段階のトリガーを特定化した後に、各トリガーの要因になっている各種の行動（意思決
定）・出来事の確認を行う。その際、本社・子会社関係を通した顧客との相互作用の視点で、
それぞれの行動（意思決定）・出来事を確認する。 
 
(5) 相互作用の活性化を考察（5章） 
 4 章で確認したトリガーの要因となった各種の行動（意思決定）・出来事が、どのような工夫
や行動によって促されたか、そして、そこには何らかの規則性がないかを検討することで、事
業革新の形成に繋がる相互作用の活性化について考察を行う。 
 
5. 用語・概念の定義 
 
 一部繰り返しにはなるが、誤解を避けるために、本研究で用いる用語の定義を以下に記すこ
とにする。 
 「本社・子会社の関係」とは、本社から子会社への指示、子会社から本社への提案、子会社
の自主的な行動、両者の協業などである。 
 「予測可能性（predictability）が低い」12とは、戦略策定時に成果の予測が困難な状態であ
る。 
 事例上で特定化し易い重要な事実として、事業革新の形成過程で「次の段階へ進むトリガー
となる行動」を、本研究では事業革新の形成と定義する。 
 「相互作用」とは、本社・子会社関係を通じた、企業の顧客への働きかけ、顧客から企業へ
の働きかけ（フィードバック）である。顧客への働きかけとは、新たな製品の導入、新たな販
売政策の展開、販売店やユーザー調査などである。また、顧客からの働きかけとは、新たな製
品導入や新たな販売政策の展開についての市場からのフィードバックであり、それらを確認す
ることである。それらの働きかけは、意図や予期したものだけでなく、予期しない偶発的な出
来事やフィードバックも含める。 
 相互作用の活性化とは、活発な相互作用が行われるための、本社・子会社関係や意思決定上
の工夫などである。トリガーの要因となった各種の行動（意思決定）・出来事が、どのような
工夫や行動で促されたかを検討することで、事業革新の形成に繋がる相互作用の活性化につい
て考察を行う。 
 「ダイナミズム」または「動態的」とは、時間経過の中での、本社・子会社関係を通した企
業と顧客との、相互作用の連続的な動きや変化のことである。 
 
6. 本研究の可能性と制約 
 
 本章の最後に、研究上の特徴を背景とした可能性と制約について、まとめておきたい。 
                                                   
12 本研究では、不確実性の代わりに予測可能性という用語を用いている。第 1 章 4 節の脚注を参照。 
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 日系グローバル企業の事業革新過程を、本社・現地販社関係を通した企業・市場間の相互作
用に焦点をあてた分析をし、「事業革新の形成」と「相互作用の活性化」の関係を明らかにす
ることが、本研究の目的である。本社・子会社関係という伝統的な国際経営の分析を踏まえつ
つ、時間経過での動態的な視点と、顧客との相互作用の視点を加えたことが、本研究の特徴で
ある。そのためには、多数の関係者の調査を行い豊富な事実（行動や出来事）を収集し、長期
に渡る事業革新過程を深く掘り下げて行く、単一事例の研究を行う必要がある。 
 これらの特徴により、本社・子会社関係の既存研究では見逃されて来た含意を導き出す可能
性がある。しかし、単一事例のため、普遍的な論理を見出すことは困難であり、あくまで帰納
的に仮説を発見して行く研究である。 
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第 3章 事例 13 
 
1. はじめに 
 
 本研究の対象は、エプソンのインクタンク（新興国モデル）であるが、研究の意図は、その
製品や事業モデルの合理性を問うことではない。その事業革新過程における、本社と子会社の
関係を通して顧客との相互作用を行うプロセスにおける合理性に焦点をあてた研究である。本
章では、このプロセスについての分析を行う。 
 この事業革新過程のプロセスを記述する前に、プリンター業界や新興国市場拡大の状況を説
明することで、インクタンクの立ち位置を明らかにしておきたい。そのため本節では、インク
タンクとは、プリンター市場の概要、互換インクの普及、新興国市場での各社の試み、の 4 点
についての説明をしておきたい。 
 
1.1 インクタンクとは 
 
 インクタンクとは、エプソンが初代モデルを 2010 年から導入した、インクジェットプリン
ターの新興国専用モデルの総称である。 新興国では一般的に低価格品がボリュームゾーンと
されている。しかし、インクタンクはエプソンの既存製品と比べ製品価格を 2 倍にし、当初は
顧客の抵抗があったものの、その後、新興国各国でヒット商品に成長した。 
 
表 3 既存製品とインクタンクの比較 
 
（インドネシアでの小売価格。円換算は 2010～2011 年の平均レート(IDR107/¥)を使用。） 
                       出所）拙著（松井, 2017b, p.15）より。 
 
                                                   
13 本章は拙著（松井, 2017b）を修正したものである。第 1 節にインクタンクに関連する概要（製品内容、プリンタ
ー市場全般、互換インク普及）を加え、本研究の分析方法に従い事例研究を 6 段階に分類した。また 5.4 を追加した。 
主要項目 詳細 既存製品 新興国製品
主要市場 先進国 新興国
主要顧客 家庭用ユーザー
業務用ユーザー
（中小事業所）
印刷量 少量 大量
代表モデル IJP複合機 Stylus TX121 L200
本体価格 ¥8,400 ¥15,900
インク代 （黒印字1枚） ¥4.20 ¥0.20
印字速度 （黒印字の枚数/分） 28 27
消耗品の印字枚数 200枚 4,000枚
カートリッジ型 据置型
（カートリッジをインクヘッドに
取付ける方式）
（大容量インクタンクからチューブで
インクをインクヘッドに供給する方式）
大量印刷 なし あり
インクの長期使用 なし あり
埃っぽい環境 なし あり
製品保証 保証条件 互換インクの使用で失効 純正インクを使う限り有効
価格
想定顧客・
用途
インクの保管と供給方法
性能・品質の
見直し
機能
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 表 3 は、インクタンクの主な特徴を既存製品と代表モデルで比較したものである。互換イン
クとの対抗上、インク代（1 枚あたり）を既存モデルの 1/20 にし、1 回の消耗品の容量を 20
倍にし、その代り製品価格を 2 倍にしているのが特徴である。また、大量印刷に関わる製品の
信頼性向上や新興国特有の環境への対応が行われている。互換インクの普及で純正カートリッ
ジが売れず、エプソンは新興国での事業採算に問題があったが、この製品が新興国で受け容れ
られたことにより、事業採算の改善に繋がった。 
 
1.2 プリンター市場の概要 
 
 図 2 は、プリンターの年間市場規模（全世界、全印字方式、単機能・複合機合計）の推移を
示したものである。また図 3 はそのページプリンター（トナー方式）、図 4 はインクジェット
プリンターの推移である。 
図 2 プリンターの市場規模と新興国比率の推移 
 
              出所：JEIDA(2000 - 2018)の推定資料から筆者作成 
 
 2000 年から 2007 年にかけて、世界的にプリンター市場が急速に拡大した。中でも新興国の
数量・比率の拡大が顕著であった。全世界に占める新興国の比率は、2000 年頃の 1/4 程度であ
ったのが 5 割弱に拡大した。新興国での販売数量は、2000 年の約 2 千万台が 2011 年には約 6
千万台に拡大した。 
 ページプリンターでも新興国の拡大が著しく、270 万台（2000 年）から 21 百万台（2015
年）に 15 年間で 8 倍に拡大した。また 2008 年以降、新興国の比率が 5 割を超えている。 
 インクジェットプリンターの全世界の市場規模は、2007 年まで拡大したが、2007 年の 9 千
5 百万台をピークに 2015 年の 6 千 8 百万台まで 3 割減少している。これは市場規模の減少と
いうより販売政策の変更の意味合いが大きい。14 2007 年頃までは先進国の量販店を中心に、
                                                   
14 複数の関係者の説明。 
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低価格インクジェットプリンターはパソコンの販促品として無料提供（バンドルプリンター）
が頻繁に行われていた。しかし、これらのプリンターはあまり使われず消耗品販売が限定的で
あり、不採算の販売活動であった。そのため、こういった販売活動が減少し、2007 年以降の
規模減少に繋がっている。新興国の比率は、2000 年の 24％から 2015 年の 38％に拡大してい
る。しかしその数量は、2008 年の 36 百万台から 2015 年の 26 百万台に減少している。互換
インクの普及で純正消耗品の販売が困難なことから、低価格プリンターを積極的に販売できな
くなったことが背景にある。 
図 3 ページプリンターの推移 
 
                                 出所：同上 
 
図 4 インクジェットプリンターの推移 
 
                                 出所：同上 
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1.3 互換インクの地域別普及状況 
 
 ページプリンター、インクジェットプリンターともに、新興国では互換消耗品（互換トナー、
互換インク）の普及で、純正消耗品の販売が困難であった。特に、インクジェットプリンター
が深刻であった。 
 図 5 は各社 IJP の消耗品として使用されるインク量 (純正インク＋互換インク) の地域別推
定規模 (世界全体を 100 とした場合) と、地域別の純正率 (純正インクの推定使用率)をまとめ
たグラフである。北米・西欧・日本の純正率は比較的高い傾向にある。中国は約 30％と低い純
正率である。アジア大洋州の純正率は約 60％であるが、この中には純正率の高いオーストラリ
アなども含まれている。一方、インド・インドネシアの純正率は推定 20～30％、タイ・フィ
リピンは比較的高いと言われている (インターウォッチ社説明)。 
 
図 5 インクジェットプリンターの地域別インク量と純正率の推移（2011年） 
 
                     出所：インターウォッチ（2012）より。 
 
1.4 新興国市場での各社の試み 
 
 新興国のプリンター市場は急速に拡大や、互換インクの普及による純正消耗品の販売不振の
問題などを背景に、プリンターメーカー各社は、新興国市場向けのページプリンターとインク
ジェットプリンターについて、さまざまな試みが行われた。 
 パナソニックは、KX-MB1500（ページプリンター、複合機）を先進国を含めた全世界で 2012
年から販売を行っていた。また、インドなどの特定国では、純正カートリッジの供給に加えて、 
純正リフィルトナー15を供給する試みが行われた。互換トナーより品質も良く、製品保証の対
                                                   
15 純正のトナー粉のみを供給することで、トナーカートリッジのトナーを使い切った後に、そこに純正トナー粉を
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象であったので、純正リフィルトナーはこの製品のセールスポイントとされていた。しかしそ
の後、純正リフィルトナーの継続的な供給がされなくなった。 
 新興国では、富士ゼロックスやリコーなどが、さまざまな廉価版のページプリンターを導入
する試みを進めた。単機能プリンターだと USD100 を切るような価格設定であった。代表機種
は、富士ゼロックスの DocuPrint P205b（2010 年から導入）、リコーは SP-100（2012 年から
導入）などであった。リコーの SP-100 は、本体を低価格にするだけではなく、消耗品の低価
格化も行われた。低価格の純正リフィルトナーが用意され、互換のリフィルトナーの顧客を取
り込む試みであった。両モデルとも導入当初は積極的な販売が行われた。しかしその後、これ
らの機種は新興国で持続的な販売拡大が行われているとは言えない。 
 HP は 2016 年に新興国向けのページプリンター導入の試みを行った。代表機種は Ultra 
M106w と Pro M104w である。Ultra と Pro の両シリーズの機能は同等であるが、Ultra の本
体価格は Pro の約 1.5 倍に設定し、その代わり、Ultra は Pro よりもトナー寿命を長くし印字
コスト（1 枚）を約 1/3 に抑えた。しかし Ultra シリーズは、企業ユーザーのごく一部を除き
訴求があまり進んでいない。 
 ページプリンターではさまざまな試みが新興国で行われて来たが、インクジェットプリンタ
ーの試みは限られていた。エプソンは 2010 年にインクタンク（新興国専用のインクジェット
プリンター）を導入した。このモデルの普及が進み、エプソンは新興国で従来モデルからイン
クタンクへの置き換えを進め、売上と採算改善に寄与させている。また、次々とラインアップ
を拡充し後継機種の導入も行っている。 
 他社がインタンクに追従し、ブラザーが 2015 年、キヤノン・HP が 2016 年に同等のインク
ジェットプリンターを導入している。インクタンクと同等製品はその後、新興国では拡大傾向
を示しながら継続的な販売が続けられている。 
 
1.5 まとめ（インクタンクの立ち位置） 
 
 新興国市場の急速な拡大を背景に、プリンターメーカー各社はさまざまな新興国専用モデル
を導入した。しかしそれらの多くは、結果的には単発的な導入であり、導入当初は積極的な販
売活動が行われたものの、その後は受容性や採算性などの理由から、販売が継続的に行われる
製品や事業にはなり得ていない。そういった中でエプソンのインクタンクは、拡大傾向を示し
ながら販売が継続的に行われている。しかも他社（3 社）の追従も行われた。そのため、エプ
ソンのインクタンクは、新興国向け専用モデルとしては、特異な存在と言える。 
 
1.6 事例の全体像 
 
 事例（本章 2～7 節）の全体像について説明をしておきたい。インクタンク導入という事業
革新の進行過程を、分析方法（2 章 4 節 (1)）を踏まえて６つの段階に区分した。（図 6 参照）。 
                                                                                                                                                               
補充できるようにした。 
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 第 1 段階は、先進国でジレットモデル16が定着するまでの過程である。第 2 段階は、それが
原因で新興国での互換インク問題が発生・深刻化するまでの期間である。第 3 段階は、新興国
で既存の事業モデルを否定に至る過程である。第 4 段階は、インクタンク導入に向けたインド
ネシアでの導入前調査や、新たな事業モデルの仮説を構築する過程である。第 5 段階は、販売
店やユーザーの理解が難しい製品の訴求過程である。最後の第 6 段階は、インドネシアで一定
の成果が確認できた後の他の新興国での展開である。 
 
図 6 6段階に分類した事業革新過程 
 
                                出所：著者作成 
 
2. 第 1段階：先進国でジレットモデルが定着（1990年代～） 
 
新興国での互換インク普及の問題が深刻化する元の原因として、IJP 市場が成長した経緯に
ついて触れておく必要がある。ヒューレット・パッカード (HP) が 1988 年に米国で 1,000 ド
ルを切る DeskJet を導入してから IJP 市場が急速に拡大した。これが引き金となり、キヤノン、
エプソンなど他メーカーも追従をする形で IJP の低価格化が進行した。それと伴に IJP の事業
モデルは、1990 年代～2000 年代を通じて、本体を安く売り消耗品で儲けるジレットモデル化
が、各社の間でも定着していった。17 
エプソンが 1984 年に初めて導入したインクジェットプリンター (IP-130K) の国内販売価格
は 49 万円と高額であった。その後ヒット商品となる 1993 年に導入された MJ-700V2C は 10 万
円を切る価格となり、2000 年代には 1 万円を切る製品も登場している。本体価格の価格破壊が
更に進み、極端な例としては、Lexmark が 2010 年に本体価格 US$ 29.99 のインクジェットプリ
ンター (Z2300) を導入している。 
 
 
 
 
                                                   
16
 ジレットモデルとは、製品本体を低価格で販売することにより市場での設置台数を拡大し、その代わり、消耗品
の粗利を高く設定することで、市場に多数設置した製品から得ることができる消耗品の販売で、利益を得る事業
モデルのこと。英語では Razor/Blade Business Model とも言われる (Teece, 2010)。 
17 ジレットモデル化の前提は、先進国での高い純正率（純正消耗品の使用比率）であった。北米・西欧・日本の純
正率(推定）は 75～90% （インターウォッチ, 2012)てある。 
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3. 第 2段階：新興国での互換インク普及（2003年頃～） 
 
3.1 互換インクの普及 
 
純正インクカートリッジの使用が一般的な先進国では、ジレットモデルは有効な事業モデル
であった。しかし新興国においては、2000 年代に入り互換インクの普及が進み、その事業モデ
ルの有効性が徐々に失われていった。だだし、この問題は先進国と新興国とを明確に二分でき
るものではなく、しかも新興国の中でも少しずつ異なっていた。（本章 1.3 図 5参照。） 
先進国では、IJP を低価格で販売しても純正カートリッジ販売が期待できるので、ジレット
モデルが事業採算上成立し易いと考えられる。先進国で IJP を安く販売する限りは新興国で大
幅な製品価格の値上げは困難である。しかし、純正率が低い新興国 (特に中国、インド、イン
ドネシア) では純正カートリッジの販売が期待できない。その結果として新興国では製品から
も消耗品からも利益を得ることができず、事業採算上でジレットモデルの成立が難しいと考え
られる。 
皮肉にも、中国、インド、インドネシアなど今後も成長が期待できる新興国市場ほど、純正
率が低い傾向にある。このように市場の将来的な潜在力の高さと事業採算の悪さという矛盾が、
新興国における IJP の事業革新が必要となる背景である。 
 
3.2 互換インク問題への対策（2003年頃～） 
 
このような互換インク普及に対して、本社主導でエプソンは純正カートリッジの啓蒙・販促
活動を新興国で積極的に展開した。エプソンのインドネシア販社は 2000 年の設立以来、IJP 販
売が順調に成長した。しかし、互換インクを使用するユーザーが大半であり、インクカートリ
ッジの販売が不振であった。インクタンク導入前の純正率(推定) は約 20％であった (エプソ
ンインドネシア販社)。 
純正インクカートリッジの啓蒙と販売拡大を進めるために、2003 年頃からさまざまな施策が
行われた。ユーザーに対しては、Epson Happy Return Program (ギフトポイント制度) や Project 
Tiga (純正カートリッジ二つ購入で三つ目が無償となるキャンペーン) などである。販売店に
対しては手厚いリベート政策が導入された。また技術面では、純正インクの品質面の啓蒙活動、
互換インクを使う場合の製品保証の除外、海賊版対策として法的対応などが行われた。さまざ
まな新興国でも同様の施策が行われた。 
 
3.3 新たな製品導入の取組み 
 
また、この時期には二つの新たな取組みが行われた。一つ目は自社製の CISS18（インクタン
ク）付のプリンターである。2007 年までには互換インクの入ったペットボトルをチューブで既
存モデルに繋ぐ方法が普及した。その頃には既存モデル (Stylus シリーズ) を設計変更し自社
インクタンク製品を導入するべきであるという提案が、複数ディーラーからエプソンインドネ
                                                   
18 本章 4.1 (互換インクの利便性向上)を参照。 
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シア販社に寄せられていた。しかし、当時のエプソン本社やインドネシア販社は、本体価格の
大幅値上げはユーザーや販売店に受け容れられないという見解を持っていた。そのため当時の
検討は、本体価格の大幅な値上げを避ける形で、インクタンクを取り付けてインク代を大幅引
き下げする、という考え方であった。それは事業採算の改善に繋がる方策ではなかったので、
その導入が何度か見送られた。 
遠藤鋼一 (2003～2009 年にセイコーエプソンの IJP 設計部長や事業部長を歴任) は、次のよ
うに後述している。 
エプソンの IJP は据置型 (大型カートリッジからヘッドへチューブで繋げるタイプ) で始まり、ピ
エゾヘッドは大量印刷に適した技術であった。そのため、現地販社や事業部担当者からは、互換イン
クで大量印刷するユーザーを取り込みたいという思いもあり、(据置型のインクタンクの) 導入につい
て、何度も経営層へのエスカレーションがあった。大容量インクタンクのプロトタイプもつくられて
いた。しかし (事業性、顧客価値、ピエゾ技術の強みを両立させる方法が見つかり) インクタンクを
導入するまでには随分と時間を要してしまった。 
 
二つめは CE-01 の導入である。EC-01 は大容量インクパックを取り付けたプリンターである 
(国内販売価格が約 6 万円のプリンター専用機、8,000 枚印字のインクが内蔵)。これは本社主
導の製品導入であり、主に先進国のビジネス機器ルート中心に導入された (欧州、台湾、中国
で 2008 年、国内で 2010 年に導入)。本体価格を大幅に値上げし大容量インクを内蔵する方式
を採用し、既存製品を活用し開発工数を抑えた製品導入であった点は､19 インクタンクと共通
している。EC-01 は先進国を中心とした複数の国に導入され、既存モデルと並売をする形で、
新たな事業モデルを受け容れる顧客や用途の調査が行われた。 
4. 第 3段階：新興国でジレットモデルを否定 （2008～2009年頃） 
 
事業革新に向けた探索を始めるトリガーは、ひとつの出来事ではなく、複数の出来事の連続
と蓄積であった。1) 2000 年代初めから新興国で互換インクの問題が顕在化の中でさまざまな
施策を継続したにも関わらず効果がないことが判明し、2) 互換インクを使う方法の利便性が
ますます向上し、更には、3) 2008 年にはエプソンのグループ全体の収益が悪化し、新興国で
の純正消耗品の販売不振がその主因のひとつであった。 
「ベイトソンのゆでガエル寓話」(桑田, 田尾, 1998) に例えるならば、1)と 2)は鍋の温度が
徐々に上がるゆでガエル状況であった。しかし、3)は競合他社よりも極めて緊急性の高い深刻
な問題であった。急に入った熱湯から急いで飛び出るかの如く、新興国での既存事業モデル 
(ジレットモデルと純正カートリッジの販促) の有効性が否定された。2008～2009 年には、イ
ンクタンク導入という新たな事業モデルへの本格的な探索活動が始まった。 
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 EC-01 はプリンター専用機であるが、既存製品の複合機の筺体が使われ、スキャナーの代わりに大容量インクパッ
クが置かれている。インクタンクは既存の Stylus シリーズと多くの部分が同じ製品であったが、外付けのインク
タンクが取り付けられ、そこからヘッドへインクを送るチューブが取り付けられている。 
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4.1 互換インクの利便性向上（2003～2008年頃） 
 
 2000 年代初めの新興国では非純正の消耗品の普及が深刻化した。互換カートリッジやスポイ
トによる互換インクの補充などによるものであった｡20 また、海賊版 (counterfeit)21 カートリ
ッジが市場に出回ることも大きな問題となった。 
新興国において、互換インクの方法も進化を遂げていた。本来は大量印刷をするユーザーは
純正カートリッジを大量に消費する顧客であるが、特に彼らに対して互換インクの利便性が向
上し、新興国における IJP のジレットモデルはいっそう難しくなった。 
 以前は、互換カートリッジ22 やスポイトでの互換インク注入23 が中心であったが、2004～
2005 年頃にはペットボトルに補充インクを入れカートリッジにチューブを繋ぐ方式 (後述
CISS の原型) が登場し、その後 2008年までには、CISS が急速に普及した。CISS (Continuous 
Ink Supply System) とは IJP の改造キットであり、通称ビックタンクやインクタンクと呼ば
れている。大容量インクタンクをIJPに取り付けて、そこからカートリッジにチューブで繋ぎ、
互換インクを供給するキットである。また互換インク関連の販売店や修理店が充実 24し、互換
インク利用の利便性向上に追い打ちをかけた。 
 
4.2 互換インク対策の限界（2008～2009年頃） 
 
互換インクの普及に対して、2003 年頃からさまざまな対策が行われた（3 章 3.2）。新興国の
中ではタイやフィリピンなど一定の効果を上げた国もあった。しかし、中国・インド・インド
ネシアなどでは効果が決して上がらなかった。「あらゆる策を講じたものの、目に見える成果
を上げることはできず、2008～2009 年頃には、これ以上方策を拡充しても効果が期待できず、
既存製品の販売に行き詰まりを感じていた」(エプソンインドネシア販社)。 
また、そういった販促策にはマイナス面もあった。販売店が実力以上にカートリッジを購入
すると、在庫を売り切るまでに時間がかかりカートリッジの賞味期限に近づいてしまうので、
販社への苦情にもなっていた。 
 
4.3 新興国における IJP事業採算の深刻化 (2008～2009年) 
 
こういった状況に、2008～2009 年のエプソンの業績悪化が追い打ちをかけた (表 4 参照)。 
リーマンショックという特殊要因があるにせよ、それでも当時のエプソンの採算の悪化は競
                                                   
20
 インドネシアでの複数のマスターディーラーからの説明。 
21
 海賊版 (又は模造品) とは、純正カートリッジに形状やブランドを似せたカートリッジ。純正カートリッジと外
見が類似しているが、プリンターメーカーが品質を保証している製品ではない。また、商標や特許などで違法の
商品である。 
22
 純正カートリッジは、IJP メーカーが供給するメーカーブランドのカートリッジ。互換カートリッジは、IJP メー
カーではなく第三者が供給するカートリッジであり、互換インクが使われている。カートリッジのブランドは、
第三者のブランドかノーブランド品である。 
23
 使用済の純正カートリッジに穴を開けてスポイトで安価な互換インクを注入する方法。互換カートリッジより更
に安価に互換インクが使える一方、注入時に手を汚す問題もある。新興国の場合、使用済のカートリッジを持っ
て行くとスポイトで互換インクを安価で補充してくれる専門店もある。 
24 ネットワーク外部性。 
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合他社と比較しても深刻なものであった。2008 年度（2009 年度）のエプソンの営業利益率が
－0.1％（1.8％）に対して、キヤノンは 12.1％（6.8％）、ブラザーは 4.1％（6.0％）であった（会
社四季報より、参考資料参照）。 
 
表 4 セイコーエプソン社の業績推移 
 
              出所：会社四季報（参考資料参照）より筆者作成。 
 
ディバイス部門、先進国での消費者向け低価格インクジェットプリンター（IJP）、新興国向
け IJP の三つが採算悪化の主な要因 (インターウォッチの説明) であった。エプソンの IJP 事
業部長であった遠藤鋼一は、次のように後述している。 
2003 年頃には、IJP 事業部の中では、事業モデルについて懸念を感じ始めていた。アジアでは海賊
版やコンパチ品 (互換カートリッジ) が出回るようになってきた。この流れは東欧ロシアや中南米で
も起きていた。こういった新興国での状況は、逐次経営層の間でも共有されていた。また純正消耗品
のさまざまな啓蒙販促が行われたが、目に見える効果が出なかった点も共有されていた。元々エプソ
ンが当初開発した IJP は、据置型25 で業務用に使う製品であった。また、ピエゾ技術は印字枚数が多
いユーザーに適した技術である。カートリッジ型 IJP26 で本体を安く売って消耗品で儲ける事業モデル
が一般化した。しかし (経営層の間では) ピエゾ技術の特徴やユーザー視点からすると、おかしいの
ではという疑問が常にあった。CISS 方式の互換インク利用が普及したことは、大量印刷に適したピエ
ゾ方式には脅威であった。また、2009 年に入り新興国では、互換インク普及などにより、純正カート
リッジ販売が想定以上に落ちていることが判明し、社内では大きな問題となった。これは世界的な傾
向ではなかったが新興国では顕著な現象であった。しかし、早晩先進国にも影響が出るのではという
危機感があった。事業部の営業・開発だけでなく経営層も含めて、現行の事業モデルはこのままでは
本当にヤバイという共通の認識を持つに至った。 
4.4 長期計画の策定（2009年） 
 
 グループ業績の悪化の中で、この時期には長期ビジョンの策定が行われた。その過程では、
                                                   
25
 大型インクカートリッジからチューブでヘッドにインクを供給する方式。 
26
 ヘッドに小型カートリッジを取付けた方式。 
25 
 
新興国における IJP の採算性改善が緊急性の高い急務であることが、本社及び新興国子会社で
共有された。セイコーエプソン関係者の説明をまとめると、以下のような状況であった。 
 碓井社長が 2008年 6月に就任し、リーマンショックなどの厳しい環境の中、社内で長期ビ
ジョンについて検討が進められた。競争への行き過ぎた追従が当時の業績悪化の背景の１つで
あり、その反省から、競争ではなく、強みを活かして唯一無二の製品を出して行く議論が行わ
れ、2009年 3月に SE15（事業構造改革の長期計画）が打ち出された。時計製造の歴史のある
エプソンは省エネ・小型化・精密加工技術を強みとしており、ピエゾ・センサーなどのコア技
術など強みを活かせる分野に集中する方針となった。一方、ディスプレー部門などは売却され
た。IJP事業では新興国市場やビジネス分野の強化が２つの柱となり、新興国市場へは地域適
合製品の創造とコスト競争力が重要施策となった。またこの長期ビジョンは、基本方針の決定
までの前工程だけでなく、社長が各部門を回って関係者に説明や議論をし続けるという後工程
も重視された。 
 
5. 第 4段階：調査活動とインクタンクの仮説形成 （2009～2010年頃） 
 
 以上の複数の要因から、エプソンは新興国での既存事業モデルの有効性を否定し、新たな事
業モデル構築に向けた活動を始めた。 
 
5.1 インクタンクプロジェクトの特徴 
 
インクタンク導入過程の特徴を解明する上で、インクタンク導入に向けた活動の説明の前に、
このプロジェクトや当時の状況を特徴付ける四つの点について言及しておきたい。 
 
(1) 先進国向け EC-01プロジェクトとの違い 
EC-01（前節 3.3）は、先進国を中心とした多数の国で既存製品と並売をすることで反応を見
るやり方であった。それに対しインクタンクは、新興国の一ヵ国 (インドネシア) だけを対象
に、本社と現地販社が協働で販売店とユーザーの事前調査をし、それに基づいて製品開発を行
うプロジェクトであった。また、導入後は訴求活動も行い、既存製品の互換インク使用からイ
ンクタンクへの置き換えを、インドネシアで確立させるプロジェクトであった。 
 
(2) ジレットモデル27からの脱却 
互換インク普及を背景として新興国ではジレットモデルからの脱却が急務であった。事業採
算上は本体価格を上げて消耗品価格を抑えることであった。しかし「それが顧客へいかに受け
容れられるか」に最大の難しさがあり、経営トップを含めた関係者の関心はそこに集中してい
た。また、インドネシアで新たな事業モデルが確立できれば、他の新興国にも展開できること
から、インドネシアでのインクタンク導入は、経営トップの強い関心事でもあった。 
経営層の関心が高いプロジェクトではあったが、既存モデルからの置き換え以外は特に細かな
指示もなく、現場に全て任せくれた。突貫工事のようなプロジェクトで、設計面では既存モデル
                                                   
27 製品本体を安く販売し市場での設置台数を増やし、消耗品で儲ける事業モデル。 
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をできる限り活かしてインドネシアで早期導入を図り、そこから学んで行こうというプロジェク
トであった (平崎道也、導入当時のインドネシア販社社長)。 
 
次世代のモデルが導入される 2012 年までには、一部の特殊用途を除いて既存モデルからイ
ンクタンクへの置き換えがインドネシアで完了している。 
EC-01 のように既存モデルとの並売であれば、販売上で無理の無い導入ができたはずである。
しかしインクタンクについては、次の理由から、既存モデルから置き換えが進められることに
なった。1) インドネシアのような消耗品の純正率が低い国々では IJP の事業採算が悪く、2) そ
の改善策の雛形をつくるために一ヵ国だけでもインクタンクへの置き換え方法を確立させた
かった。また、3) 既存モデルに CISS を付けて互換インクを使うよりインクタンクの方が安心
して使えることが訴求ポイントであったため、既存モデルの販売を継続して市場で CISS と互
換インクが使われることを容認しながら、インクタンクの訴求を進めることに無理があった。 
 
(3) なぜインドネシアから始めたか 
既存製品からの置き換えは、販売上大きなリスク28を伴う実験であった。また、ユーザーと
販売店へ訴求活動を進め、それが受け容れられるか慎重に確認しながら、置き換えを進める必
要があった。そのため当初はインドネシア一ヵ国に限定した事前調査と導入が行われた。 
インドネシアが導入国に選ばれた理由として、1) 8 割のユーザーが互換インクを使っていた
ので新興国では最も事業採算の悪い国のひとつである、2) 1994 年からプリンターの主力工場が
あり経営者・設計者ともアクセスが多い市場である、3) 各種製品のエプソンのシェア29 が高
く新たなコンセプトの製品に対して販売店とユーザーの理解が得やすい、といった点が挙げら
れる。 
 
(4) 導入についての関係者の捉え方 
インクタンクの導入は、決して勝算があった訳ではなかった。事業採算の改善には既存モデ
ルからインクタンクへの置き換えが望ましいが、それが可能かどうかは導入しなければ判らな
い状況にあった。 
既存製品の販売は採算的に難しいと聞かされていたが、大半のユーザーは互換インクを使って
いたし、販売店は互換インクやそのキット販売の利ザヤが大きかったので、インクタンクが市場
で受け容れられるか分らず、(事業採算と市場の声の板挟みで) 複雑な心境であった (エプソンイ
ンドネシア販社のジャカルタスタッフ)。30 
インドネシアでの既存製品の販売は (事業採算上) 限界に来ていた。本社としては、どこかの
国で事業モデルの転換の実験が必要なことも理解していた。しかも事前調査からは、互換インク
                                                   
28 従来型の製品に慣れ親しんだ販売店とユーザーに、売れるか判らないインクタンクを説明し、従来製品からイン
クタンクへ販売を切り替えることが困難であった。 
29
 製品別の台数シェアは、ドットマトリクスプリンターが 9 割、POS プリンターが 6 割、インクジェットプリンタ
ーが 3 割 (エプソンインドネシア販社)。 
30 インドネシア販社の社長（平崎道也）を通して、互換インクの普及によるインクジェットプリンターの事業採算
の悪さとインクタンク導入の必要性について現地スタッフが十分に説明を受けていた。そのため、導入の重要性と顧
客からの不満（製品価格の大幅値上げ）の 2 つの立場の間に挟まれて複雑な心境であった。 
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による品質問題やその修理費用でユーザーが困っていることが明らかになってきたので、本体価
格が上がっても安心して使える製品を導入すれば受け容れられるはずとは考えていた。しかし、
売上を落さずにインクタンクへの置き換えが果たして可能なのか、導入前に判らなかった (平崎
道也)。 
当時は成功するかどうか誰も判らなかった。しかし、新興国での現状の事業モデルへの危機感
があり、既存製品に互換インクを使うことで品質問題が起きていたので、ユーザーの不満を解消
する事業モデルになるという期待もあり、その打開策を見出す実験を早急に進めたいという経営
判断があった。インドネシアでの事業モデルの置き換えは、現地販社には大きなリスクを伴った
が、そういうことが思い切ってできた。失敗ができる企業風土でなければそこまでやれなかった 
(遠藤鋼一、導入時はセイコーエプソン業務執行役員、兼エプソンシンガポール社長)。 
5.2 本社事業部とインドネシア販社による協働調査 
 
2008～2009 年に、本社事業部の設計者や営業担当者、インドネシア工場のエンジニア、イン
ドネシア販売会社の営業やサービススタッフなど関係者が動員され、現地人と日本人の複数グ
ループが販売店とユーザー訪問を行う形で調査が進められた。 
インドネシアでの調査を通じて、さまざまなユーザーの特徴と、互換インク使用でユーザー
が抱えている問題が解って来た (インドネシア販社のジャカルタとスラバヤのスタッフ、平崎
道也)。 
推定で 8 割のユーザーが CISS で互換インクを使っていた。ユーザーの大半は大量印刷をす
る中小事業所であり、チラシやオファーシートなどの印刷で月 1,000～2,000 枚を印字するユー
ザーも少なくなかった。他社 IJP のサーマル方式と較べると、ピエゾ方式のエプソンは (互換
インクを使って) 大量印刷をするユーザーに評判が良かった。キヤノンはカメラ販売が強い関
係で家庭用ユーザーが多かった。HP は大手企業でも広く使われ、競合他社と較べて純正カー
トリッジを使うユーザーが多かった。 
互換インクを使うユーザーが抱えている各種問題も明らかになってきた。CISS からは互換イ
ンクが漏れるので、手や紙が汚れる問題があった。互換インクの影響によるヘッド詰りの修理
は正規サービス店が扱っていないので、ユーザーがどこで修理をするか探すのに手間がかかっ
ていた。ヘッド詰りの回復のためには、ヘッドの清掃で大量の互換インクを無駄に使う必要が
あり、インクのロスも大きかった。ヘッド清掃でも回復できない場合、ヘッド交換が必要とな
るが、(保証対象外なので) 修理代が嵩むため、製品を買い替えるユーザーも多くいた。また、
互換インクの使用に起因した品質問題への対処には時間がかかり、その間に業務が止るという
問題も大きかった。 
 
5.3 顧客像の変化と仮説の構築 
 
インドネシアでの導入前の調査が進むに従い、ユーザー像の捉え方が大きく変わった。1) 着
目する対象顧客、2) 互換インク使用の状況、3) 価格に対する考え方、三点についての変化で
ある。 
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以前は純正カートリッジを購入する顧客が重要顧客とされてきたが、8 割近くを占める互換
インクのユーザー (中でも大量印刷をするユーザー) に着目するようになった。「以前は互換
インクばかり使い純正インクを買ってくれない嫌な顧客と思っていたが、大事な顧客であるこ
とが徐々に分ってきた」(エプソンインドネシア販社の営業担当スタッフ)｡31 
また、互換インクを使うユーザーは安い印字コストに満足している、というのが元々のユー
ザー像であったが、彼らの困りごとが見えてきた。互換インク使用による故障や修理費用の問
題が体系的に整理されていくに従い、彼らは「安物買いの銭失いをしている」可能性があり、
しかも「彼らがそのことにすら気づいていない」可能性がある点も、明らかになっていった。 
我々はアジアでは低価格品しか売れないと信じていた。しかし (事業部とインドネシア販社が
行った調査の結果を通じて)、ピエゾ技術の強みを活かせる大量印刷するユーザーに対して、安価
な純正インクの使用で製品の品質が安定するので、安心して使える製品と保証体制を提供できれ
ば、本体価格の大幅値上げが受け容れられのでは、という仮説の構築に至った (平崎道也)。 
 
インクタンクの製品と消耗品価格の設定について当時検討された計算根拠については、関係
者から証言を得ることはできなかった。しかし、インドネシア販社やインドネシアのディーラ
ーから入手した小売価格情報 (既存モデルとインクタンクの本体・消耗品、互換インク・CISS
キットなどの価格) から、当時検討された状況を伺い知ることができる。表 5 はそれをまとめ
たものである。 
2 機種 (複合機とプリンター) の既存製品とインクタンクで本体と消耗品の価格比較を行っ
た。小売価格は円換算したものである。当時はインドネシアルピアの対円レートが乱高下して
いたので、ルピアからの円換算は 2010～2011 年の 2 年間の平均レートを使用した。 
 
表 5 既存製品・既存製品＋互換インク・インクタンクのコスト比較 
 
注) インドネシアでの小売価格、インク代は黒インクで比較。インドネシアルピアから円
換算は、2010 年 1 月～2011 年 12 月の平均レート (IDR 107/¥) を使用。 
 
インクタンク導入前の状況としては、約 2 割のユーザーが既存製品に純正インクを使ってい
た (ケース①)。しかし、約 8 割のユーザーは、既存インクに CISS を付ける改造をして互換イ
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 大河原 (2015, p. 132) にも、碓井捻 (セイコーエプソン社長) のコメントとして同様の記述あり。 
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ンクを使っていた (ケース②)。インクタンクの本体価格は既存製品の約 2 倍となったが、大
容量のインクタンクにインクボトルから補充する方式を採ることで、インク代は既存モデル 
(カートリッジ式) と較べて 1/20 となった (ケース③)。 
互換インクの影響により一年でヘッドが故障し、ヘッド交換、又は製品を買い替えるユーザ
ーも多く存在していた。仮に本体コストにヘッド修理費用を加えた場合 (ケース②) の総コス
トは、インクタンク (ケース③) と大きく変わらない。 
インクタンクの純正インク価格は、既存の純正カートリッジの約 1/20 であるが、互換インク
の 4 倍であり、互換インクの方が未だ割安である。しかし CISS で互換インクを使う場合、イ
ンク漏れ、インクヘッドの修理に要すインクの消耗、頻繁な修理による業務の停滞の問題から、
純正インクの価格は互換インクの価格に対して妥当なレベル32 まで調整できたと考えられる。 
 
5.4 ユーザーの課題把握に基づいた開発プロジェクト33 
 
 上記（5.3）では、インクタンク導入の価格の見直し(製品の値上げと消耗品の値下げ)に焦点
をあてた。同様に重要な側面は、製品の市場適応についてである。目標とする顧客像や用途の
見直しを受けて、インドネシアで大量印刷をするユーザーが安心してインクタンクを使用でき
るための技術的課題が、調査を通じて洗い出された。 
 「安心して使える」という点を、インドネシア販社は受容性の視点から「ハッスルフリー」
と表現し、後の訴求活動ではハッスルフリーキャンペーンを展開した。 
一方、協働調査に参加した本社設計者は、それを「（CISS で互換インクを使う）プリンター
が顧客のビジネスの邪魔をしている」と露骨な表現をしている。 
インドネシアの顧客（ユーザーと販売店）での聞き取り調査を通じて、新興国固有な製品の
信頼性の課題についての確認が行われ、顧客が抱えて来た数多くの課題が明らかになった。イ
ンク漏れ、インクヘッドの詰り、廃液タンクがインクで溢れる34、チューブ外れ、印字品質の
不良、インクの信頼性、埃でカバーが閉まらなくなる、補充の際にインクで手が汚れる、互換
インクによる故障はメーカー保証外なので修理に困る、などの問題である。そして、1) これら
の課題を解決しプリンターの信頼性を高める（顧客がビジネスに専念できるプリンターにする
ことで製品を引き上げる価値が生まれる）、2) 現地が受容できるコスト内での製品の変更を行
う、3) （既存製品を大幅に活用しながら）通常の製品導入の約半分の日程で開発する、の 3
つの目標が本社で決まり、開発プロジェクトが発足した。 
 プロジェクトは、通常の事業部プロジェクトとして扱われた。しかしその進め方は、他のプ
ロジェクトと異なる点がいくつかあった。開発プロジェクトでは「常識を外す」が、メンバー
内のモットーとなっていた。使用環境が先進国と遥かに異なっているためである。また、変更
項目の多さやコスト・納期の制約が多い中で、今までの常識と異なる使用環境に対応するため、
さまざまな担当の設計者（ファームウエア、メカ、インクなど）が頻繁に話合いながら、課題
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 純正インク (インクタンク) と互換インクの価格差の妥当性については、インドネシアの販売店からも同様のコ
メントあり。 
33 エプソン本社の関係者の説明より。 
34 家庭用を想定していた製品が、中小事業所で大量印字されるため、廃液タンク内の吸収パットがインクで溢れて
しまう。 
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を共有し、自分の担当以外の分野にも注文をつけながら開発が進められた。このような進め方
の中でインクタンク完成時には、実売が未だであったが、従来にない製品を皆で作り上げたと
いう実感を共有した。 
 本節をまとめると次の通りである。本社とインドネシア販社が協働による新たな事業モデル
の探索が行われた。その結果、大量印刷を行うユーザー特有の使用環境に適応した性能や品質
の見直しをすることで、既存製品に CISS を付けて互換インクを使うより、安心して使える製
品と安価な純正インクを提供できれば、製品価格の値上げが可能という、という仮説設定が検
討されたと考えられる。 
 
6. 第 5段階：インドネシアでインクタンク導入と訴求（2010～2012年頃） 
 
2010 年 10 月にインドネシア中の主要マスターディーラー35 約 40 社がジャカルタに招かれ、
インクタンクの製品発表会が盛大に行われた。しかし、本体価格の大幅値上げにより「売れる
はずがない」という反応が大方であった。 
 
6.1 マスターディーラーの反応 
 
発表会でエプソンインドネシア販社が、インクタンクの販売に関心があるかについて、マス
ターディーラーに挙手を求めたところ、手を挙げたのは 40 社中で 4～5 社に過ぎなかった。最
終的にはマスターディーラー約 10 社が、インクタンクの取扱いを始めることになった。 
次のような理由から、大半のマスターディーラーは販売に消極的であった。1) 販売店から
の需要が無い、2) 販売価格が大幅に上がったが大容量タンク以外は従来モデルと同じ機能で
ある、3) 製品本体は販売店間の競争で薄利であるが CISS 設置は販売店の利ざやが大きく、販
売店には互換インクの方が魅力的である、などの点である。 
発表時の反応は思わしくなかったが、一部のマスターディーラーが関心を示した。これは暗
中模索の中での微かな光であり、エプソンインドネシア販社の関心事であった。そのためその
特徴については、どの関係者からも同様のコメントを得ることができた｡36 1) 販売店への卸売
に加えて自前販売店やサービスセンターを持っているので、卸売専門店と比較すると、既存モ
デルに互換インクを使うユーザーの不満についての感度が高く、インクタンクの価値 (ハッス
ルフリー、安心感) が理解できた、2) 純正消耗品の取扱いが多く、インクタンクを売れば純
正消耗品の販売拡大に繋がると感じていた、3) 導入時の手厚いリベート (販売奨励金) に魅
力を感じた、などの点であった。 
 
6.2 販売店の反応 
 
マスターディーラー (2 次顧客) と販売店 (3 次顧客) を合計すると、エプソンはインドネ
シア全土に約 500 の販売店を擁していた。ただしインクタンクに当初関心を示したのは、500
                                                   
35
 ナショナルディストリビューター (一次顧客)、マスターディーラ  ー (各都市の卸店、二次顧客)、各種販売店 (三
次顧客) の三層構造であり、販売の中核はマスターディーラーが担っている (エプソンインドネシア販社)。 
36
 エプソンインドネシア (ジャカルタ、スラバヤ) と平崎道也の説明。 
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店中で 80 店に過ぎなかった。しかもそこからユーザーへの販売が鈍かった。事前調査の仮説
上は受け容れられるはずであったが、販売店とユーザーは既存モデルで互換インクを使うこと
に長年慣れ親しんで来たので、考え方が大きく異なるインクタンクの価値を理解することが難
しかった。 
 
6.3 同業他社の反応 
 
2010 年のインクタンク導入に対する競合他社の反応は、こんなもの売れるのかという印象で
あった。彼らにとっては、「コンセプトがイレギュラーというか、純正消耗品の販売が順調な
国では、(ジレットモデルにより収益を上げることができるので) 自分で自分の首を締める製
品のようであった」(インターウォッチ)。当時はそう言った反応であったが、その後、ブラザ
ーは 2015 年に、キヤノンと HP は 2016 年に、新興国でインクタンクを導入している。 
 
6.4 インドネシアでの訴求活動と販売状況 
 
インクタンクは戦略モデルの導入であり、新たなコンセプトの訴求が必用であった。しかし、
新聞雑誌やインターネットなどのメディア広告に注力されることはなかった。また、インクタ
ンクを取扱う販売店の数を早急に拡大する措置も取られなかった。 
インクタンク導入は、従来モデルのモデルチェンジと事情が全く異なっていた。既存モデル
に CISS を付けて互換インクの使用に長年慣れ親しんで来た販売店とユーザーに対して、イン
クタンクの価値と本体の大幅値上げを、いかに納得して貰えるかが鍵であった。 
メディア広告や販売店数の量的な拡大より、インクタンクのコンセプトを理解して貰える顧
客を地道に増やすことが重要であった。そのため、関心を示した 80 店に限定し、店頭デモに
よる訴求活動をエプソン販社スタッフが繰り返し行い、インクタンクを訴求できる販売店の育
成とその拡大の方針が採られた。 
インク漏れ・印字不良・ヘッド故障の心配なく安心して使える（ハッスルフリー）と 1 年保
証 (ヘッド無償交換含む、純正インクを使う限りは) を、ユーザーへの訴求ポイントとし、信
頼性を訴えるために 2 万枚の連続印字のデモがインドネシア各地の店頭で行われた。37 互換イ
ンクを使い品質面で実際に問題を抱えるユーザーが多かったので、店頭デモを重ねることで販
売が次第に増え、それが販売店の理解にも繋がり､38 インクタンクを扱うマスターディーラー
と販売店が次第に増えて行った。また、既存製品に互換インクを使って品質問題を抱えていた
大手銀行から、インクタンクの大口商談が獲得でき、販売に弾みがついた。 
インクタンクの導入と同時に、根強い人気の既存製品の販売を減らして行ったので、インド
ネシアでの販売数量は低迷した。既存モデルを売っていた時の台数シェアが 3 割あったが、2011
年 1～3 月は約 2 割、2011 年 4～6 月は 15％まで低下した。しかし既存製品より単価が高く、
                                                   
37 当初の製品デモ活動は、外注をせず主に現地スタッフが行った。当初はスタッフがデモに消極的だったので販社
の社長もデモを行った。現地スタッフは、上位方針に従う形で半信半疑で訴求活動を始めた。しかし、大量印刷をす
る一部のユーザーが理解を示し、目前で売れて行くため、訴求活動を通じてインクタンクに対する自信が徐々に深ま
った。（インドネシア販社スタッフ、平崎道也） 
38
 ジャカルタとスラバヤの複数ディーラーからの説明。 
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大口注文をたまたま受注39できたことなどから、販売金額は従来レベルの維持ができ、「2011
年 1～3 月頃にはインクタンクの『一定の成功』が確認できた」(平崎道也)。このことは事業
部と経営層とも共有された。 
 新興国は市場が拡大する一方で、互換インクが普及し事業採算上の問題を抱えていた。イン
クタンク導入で台数シェアが半減したにせよ、1) 事業採算を改善しつつ売上額が維持でき、
しかも、2) インクタンクを受容する販売店とユーザーが見つかり、3) 彼らへの有効な訴求方
法も判って来たので、事業革新の過程の中で「一定の成功」には大きな意義があった。 
 インドネシアでの「一定の成功」を本社が確認できたことで、インクタンクを新興国各国へ
段階的に導入し、既存モデルからの置き換えるという意思決定を本社が行った。 
ただしその時点の現地スタッフは、(顧客からの要望が根強い既存製品の販売を減らしなが
ら、不人気なインクタンクの販売に注力していたので)「不安な日々であり、決して成功とは
感じられなかった」(エプソンインドネシア販社のジャカルタ・スラバヤスタッフ)。 
 
7. 第 6段階：新興国各国での展開と製品拡充 （2011年～） 
 
2010 年の初代インクタンク導入と同時に、インドネシア販社と事業部は、導入後の調査を行
ない、さまざまなフィードバックを収集した。価格が倍なのに印字速度が遅い、インクの補充
方法が面倒である、補充の際に手が汚れる、ラインアップが少ない、などの課題である。中に
は新興国特有の問題もあり、現場でじっくり見聞きして初めて納得できることもあった。例え
ば、購入後の輸送時のインク漏れの問題である｡40 
2012 年にはインドネシアで、モノクロ印字専用の 2 モデルを含めて 6 モデルの次機種インク
タンクが導入され、その時には初代モデルの各種課題が改善されていた。また、それまでは
A4 サイズのプリンター・複合機の導入であったが、A3 サイズに対応したプリンターも導入さ
れた。 
2010 年の初代モデル導入時から進められてきた訴求活動の蓄積に加え、2012 年の次期モデ
ルの導入では、初代モデルから各種改善が図られたので、インドネシアでの台数シェアが従来
の 3 割に漸く回復した。また単価が高い分だけ、従来よりも販売額は大きく拡大した。2012 年
頃には、大半のマスターディーラーと販売店がインクタンクを積極的に販売するようになり、
インドネシア販社スタッフも「漸くこれなら売れる」という確信に至った。また、一部の特定
用途を除いて、既存製品からインクタンクへの置き換えがこの時期までに完了した。 
インドネシアでのインクタンクの「一定の成功」(2011 年 1–3 月当時の状況) は、エプソン
の他の新興国販社へも伝えられ、アセアン各国、インド、ロシアなどの新興国販社の関係者が
                                                   
39 互換インクによる品質問題で困っていた大手銀行（Manderi Micro Finance Bank）からの大口商談があり、イン
クタンクの評判が上がるきっかけになった。 
40
 インドネシアでは、ユーザーが IJP を購入する際、インクの補充などの初期設定を店頭で店員が行うのが一般的で
ある。販売店は初期設定後にバイクでユーザーの元に届けることも頻繁に行われている。店員の人件費が先進国
と較べて安いので、販売店はそういったサービス行うことが可能である。クルマの配達ならば IJP の箱は横置きに
するが、バイクであれば荷台に縦置きにしてバンドで止めるのが一般的である。そのため、インク補充の初期設
定をした後に縦置きにした状態でバイク輸送され、先進国であれば起きないようなインク漏れも起こりうる訳で
ある。新興国ならではの対策としてそういった配慮も必要となった (エプソンインドネシア販社と、平崎道也の
説明)。 
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インドネシアを訪問している 41。また、価格と機能を比較する伝統的な製品導入の考え方から
は理解し難い取り組みであったので、顧客価値がどこにあり、価値をどのように顧客に訴求す
るかについては、実地で理解する必要があった｡ 
2011 年 1–3 月にはタイ、フィリピンなどで販売が始まり、その後インド・中国・中南米・ロ
シアなども加わり、2011 年度には約 30 ヵ国、2012 年度には約 90 ヵ国、2015 年度には約 150
ヵ国で年間 500 万台近くのインクタンクが販売されるようになった｡42 
しかし、インクタンクが一本調子に全ての新興国市場に浸透できた訳ではなく、エプソンの
他の新興国販社の反応には差異もあった。中国は互換インクと CISS を世界中に供給する生産
地でもあり、中国国内の互換インクや CISS の流通網が強固であったため、流通網の反発が強
く、インクタンクの導入や置き換えは他国より時間を要した 43｡ 
また、インクタンクは新興国だけでの導入に留まらず、EcoTank という商品名で北米 (2015
年) と日本国内 (2016 年) にも導入され､44 先進国においてもインクタンクの新たな顧客層の
探索が始まっている。更には、2017 年後半から日本国内で、エコタンクは主力製品として販売
が始まっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
41
 エプソンインドネシア販社の説明。 
42
 セイコーエプソン、2016 年 7 月 6 日ニュースリリース (セイコーエプソン株式会社, 2016c)。 
43
 エプソンインドネシア販社、平崎道也、インターウォッチの説明。 
44
 セイコーエプソン、2015 年度第 2 四半期決算説明会資料 (セイコーエプソン株式会社, 2015)、2016 年 1 月 12 日
ニュースリリース (セイコーエプソン株式会社, 2016a)、2015 年度決算説明会資料 (セイコーエプソン株式会社, 
2016b)。 
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第 4章 発見事実 
 
 本研究の目的は、日系グローバル企業の事業革新ダイナミズムを「本社と子会社の関係」を
通した「企業と顧客の相互作用」の視点から分析を行うことで、「事業革新の形成」と「相互
作用の活性化」の関係を解明することである。本章では、事例（第 3 章）の結果を分析枠組と
分析方法に従った整理を行う。そして、事業革新の各段階での「事業革新過程で次の段階へ進
むトリガーとなる行動」を特定し、トリガーの要因となるさまざまな行動（意思決定）や出来
事の確認を行う。 
 
1. ジレットモデル45の有効性を否定 
 
 既存事業モデル（ジレットモデル）の新興国での有効性を本社が否定したことが、重要な意
思決定の変化であり、この否定が新たな事業モデルの探索に着手するトリガ （ー③→④）（図 7
参照）となっている。 
 
図 7 事業革新過程と本社・販社・顧客の関わり(1) 
 
                                 出所：筆者作成 
 
1.1 既存事業モデルの否定に繋がる要因 
 
 ４つの複合要因が、この否定に繋がっている。(1) 新興国での互換インク普及と利便性向上、
(2) 純正消耗品の販促策に成果が出ないことの判明、(3) グループ業績の悪化、に加え、これら
                                                   
45 ジレットモデルとは、製品を安く販売して設置台数を増やし、そこから得られる消耗品の販売で収益を確保する
事業モデル。Razor–razor blade model とも言う（Teece, 2010)。 
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を踏まえた(4) 長期計画の策定による課題の明示化、の 4 点である。（図 7 参照） 
 
(1) 新興国での互換インク普及と利便性向上 
 2003 年頃から新興国では互換インクの普及が進む一方で、その利便性も向上した。特に 2008
年までに登場した CISS46は、大量印刷をするユーザーの利便性を向上させる互換インクの利用
方法である。新興国での CISS 普及は、本体を安く売り純正インクカートリッジ販売で利益を
確保する事業モデルへの脅威であるだけでなく、エプソン本社にとっては、大量印字を持ち味
とするピエゾ技術に対する脅威という特別な意味合いがあり、既存事業モデルへの危機感を増
幅させた。 
 
(2) 成果が出ない純正消耗品の販促策 
 互換インクの普及は 2003 年までに顕在化していたことから、本社の指示で新興国の各国販
社がさまざまな純正カートリッジの販促策を行った。一部の新興国では成果が出たものの、中
国・インド・インドネシアなどでは、各種の販促策の効果が上がらないことが 2008 年までに
判明し、本社でも同じ理解に至った。 
 
(3) グループ業績の悪化 
 追い打ちをかけるように、2008～2009 年にはセイコーエプソンのグループ業績が悪化した。
その中で本社が長期ビジョン策定を進め、採算性や自社の固有性を度外視した事業拡大を背景
とした採算悪化の反省から、a) 強みとなるコア技術を活用できる分野への集中と、b) 不採算
部門の見直しの方針が打ち出された。中でも新興国での IJP（インクジェットプリンター）の
採算改善が急務である点が、本社・新興国子会社の間で共有された。 
 
(4) 長期計画の策定 
 グループ業績の悪化の中で長期ビジョンの策定が行われた。グループ全体としては、固有技
術を活かす分野への集中と事業採算の改善が重点方針となった。新興国については、IJP の採
算性改善が緊急性の高い急務であった。またこれらの方針は、社長が各部門で説明を行う活動
などを通じて、グループの国内海外の各部門で共有と方針の浸透が行われた。 
 
1.2 他社との違い 
 
 ここまでの状況について他社との比較を行いたい。新興国での互換インク普及と利便性向上、
成果の上がらない純正消耗品の販促策は、プリンターメーカー各社共通の問題であった。また、
新興国での採算性改善の必要性も各社共通の課題であった。 
 ただし、CISS の登場への敏感な反応 47 はエプソン固有なものであった。また、グループ業
績の悪化は特にエプソンに深刻な問題であった。固有技術を活かす分野への集中は、既存製品
                                                   
46 CISS： 互換インク利用の改造キット。 
47 CISS は互換インクの改造キット。大容量のタンクが付きインク補充も容易なので、純正カートリッジよりも大量
印刷をする際の利便性が向上した。エプソンのピエゾヘッドは特に大量印刷に適していたので、CISS の登場に敏感
に反応した。第 3 章（事例）第 3 節参照。 
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の否定とは直接関係がないが、代替案を探索する次の段階での行動に重要な役割を果たしてい
る。 
 
1.3 代替案を探る試み 
 
 この時期と前後して、既存事業モデル（ジレットモデル）の代替案を探る 2 つの試みが行わ
れたが、どちらも成功とはいえない。 
 １つ目は、インドネシアディーラーの声を販社から本社に提案し、それを本社が検討した自
社製 CISS 付プリンターである。IJP 販売後のユーザーの苦情が提案の背景であった。これは
インクタンクの原型であり、本社で試作品をつくり検討がされたが、本社・販社とも大幅値上
が困難であるという判断から事業化を断念した。２つ目は本社主導で進められた EC-01 48 の
導入ある。先進国中心に試験販売されたが、目に見える販売成果を出すことがなかった。 
 2 つの試みは、既存モデルの否定や有力な代替案には繋がらなかったが、その後行われる新
たな探索活動の下地となった。また、新たな技術や大型投資を要する製品導入ではなく既存技
術・既存製品を活用しながら早期導入を図り、そこから市場の反応を見たいという姿勢は、2
つの試みに共通した特徴である。 
 
2. 調査活動とインクタンクの仮説形成 
 
2.1 インクタンクの仮説形成に繋がる要因 
 
 既存事業モデル（ジレットモデル）の新興国での有効性が否定され、それが新たな事業モデ
ル（インクタンク）の探索を始めるトリガー（③→④）（図 7 参照）となった。 
 グループ損益が悪化する中、新興国での IJP 販売の採算改善は急を要すものであった。勝算
がない探索活動であったが、以前に断念した自社製 CISS 付プリンターの再検討を踏まえ、1) 
本社と現地販社による協働調査、2) 既存モデルを活用した早期導入、3) 既存モデルからの置
き換え、インドネシア１ヵ国だけの導入、の 4 つの意思決定が本社で行われた。（図 8 参照） 
 
(1) 本社と現地販社による協働調査 
 言葉の問題、技術上の課題の把握、ユーザー・販売店の微妙なニュアンス、製品の使用方法・
使用環境の固有性などから、現地を良く知る販社スタッフと技術情報を持つ本社設計者などの
協業が必用であった。 
 インドネシア販社の社長は、本社と販社の仲介者の役割を果たし、ユーザーや販売店訪問時
の調査項目やチェックシートの作成、現地スタッフへの調査趣旨の説明などを行った。 
 
 
 
                                                   
48 EC-01： 大容量インクパックを内蔵し 8000 枚印字が可能な IJP。先進国を中心に導入し既存モデル
と並売した。 
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図 8 事業革新過程と本社・販社・顧客の関わり(2) 
 
                                   出所：著者作成 
 
(2) 既存モデルを活用した早期導入 
 根本から見直す製品開発には期間・費用を要することから、既存のモデルや技術を活用した
早期導入の本社方針が採られた。 
 
(3) 既存モデルからの置き換え 
 事業採算の早期改善を図るには、既存モデルとの並売の中で時間をかけて新規モデルを訴求
して行くよりも、リスクを伴う新規モデルへの置き換えが不可避であった。49 
 
(4) インドネシア１ヵ国だけの導入 
 また、導入リスクを抑えるために、本社が１ヶ国だけでの導入と置き換えを進める決定であ
った。互換インクの普及率が高く（約 8 割）、自社製 CISS 付プリンター導入は元々インドネ
シアのディーラーからの提案であり、各種製品のシェアが高いことから売り難い製品の導入と
訴求を図るには最適な市場である、1994 年からプリンター主力工場がありそこへの本社経営
者・設計者のアクセスが多い、などの理由からインドネシアで、調査・導入・訴求活動を進め
ることになった。 
 
2.2 顧客の再定義 
 
 本社とインドネシア販社による協働調査を通じて、顧客についての再定義が結果的に行われ
た。既存の事業モデルを否定するまでは、顧客とは、純正カートリッジの使用率が高い約 2 割
                                                   
49 大幅値上を伴う売り難い新モデルを、既存モデルとの並売では訴求が難しいことが、EC-01 導入で実証済みであ
った。 
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のユーザー（大手企業など）であり、そこへ製品とカートリッジを供給する販売店であった。
互換インクの使用は保証対象外であり、純正カートリッジの販促のためにも互換インクに起因
した品質問題に対応する訳には行かなかった。従い、本社だけでなく現地販社としても、それ
までは互換インクを使用する顧客・使用状況・それに起因する問題への関心が薄く、むしろ純
正カートリッジを使わない「敵対する顧客や使用状況」と捉えていたので、情報が不足してい
た。 
 しかし両者の協働調査を通して再認識された顧客とは、問題を抱えながら互換インクを使う
約 8 割のユーザーであり、彼らに製品を販売した後に苦情を受ける販売店であった。特に、互
換インクと CISS を使って大量印刷をする中小事業所は、ピエゾヘッドの持ち味を理解する一
方で、互換インクに起因したヘッド故障などの品質問題を抱え、それにより業務の停滞がする、
という新たな顧客像であった。 
 
2.3 協働調査で隠れた問題を明示化 
 
 本社とインドネシア販社が協働で行った調査活動の中で、互換インク使用による品質問題と
それによる業務停滞が明らかになった。今まで見逃されて曖昧であったユーザーの問題（費用）
を明示化することが、インクタンク導入のトリガー（④→⑤）（図 8 参照）となった。互換イ
ンクに起因する問題（費用）を解決できれば、本体価格を大幅に値上げし消耗品販売の利益に
頼らない製品導入が可能かも知れないという仮説の構築ができ、それがインクタンク導入へと
繋がって行った。 
 
2.4 仮説形成に関わる 3つの側面 
 
 この仮説形成には 3 つの側面がある。1 つ目は、本社が進める事業採算の改善である。本体
価格をどこまで値上すれば消耗品に頼らない製品になるかという、本社から販社への算術的な
提案である。 
 2 つ目は、ユーザーが抱える問題の費用化と、それを価格に上乗せした場合の受容性である。
本社・販社協働の顧客調査で把握した問題点（高額な修理費を要すヘッド故障など）と、1 つ
目の算術的提案を基にして、仮に「問題が起こらずに安心して使える製品」なら、どこまでの
値上げなら受け容れられるかの検討が本社・販社間で行われた。 
 インクタンク導入は、本体と消耗品の価格バランスの見直しに注目が行きがちであるが、3
つ目が更に重要な点である。協働調査では、インドネシアでの IJP（インクジェットプリンタ
ー）の主な使われ方と使用環境が、先進国向けの低価格 IJP と大きく異なることが判明した。
埃っぽい環境、業務用の大量・連続印字など、新興国ならではの環境・使用状況への信頼性と
機能面の対応がなければ、たとえ純正インクを使い続けても「問題を起こさず安心して使える
製品」にはならない（つまり大幅値上げが受け容れられる）という課題があった。限られた納
期の中で、本社の設計者は信頼性や機能面の見直しを進めた。 
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2.5 関係者の動機付け 
 
 先が見えない困難な状況下で事業革新に携わる関係者の、動機付けに50ついても触れておき
たい。現地スタッフにとっては本社との協働調査は初めての経験であり、自分たちの市場のた
めに日本から設計者などが大挙して調査してくれたので、喜んで調査に参加するという姿勢で
あった。本社の設計者は、使用環境の理解や製品上の課題を把握するにつれて、今までにない
使用環境や事業モデルの開発を行っていることが、強い動機付けとなっていた。 
 
3. インドネシアでのインクタンク導入と訴求 
 
3.1 導入と訴求活動の開始 
 
 インクタンクは 2010 年 10 月にインドネシアで導入されたが、当初は販売店の反応が極めて
不評だった。本体価格が従来の 2 倍なので販売店の反応は「売れるはずがない」との見方であ
った。 
 訴求活動は販社主導51で行われ、理解を示す一握りの顧客から始まった。先進国で行われる
ようなメディア広告をせずに、協働調査の結果を踏まえ、販社スタッフによる 2 万枚連続印字
のデモを重視し、互換インクでは得られない信頼性を訴える活動しながら訴求方法を作り込ん
で行った。当初は製品デモを業者任せにせず、販社の社長を含めたスタッフが対応した。これ
には別の効果もあった。販売店だけでなく販社スタッフも当初半信半疑であったが、製品デモ
により目前でインクタンクが売れて行くので、製品への自信を次第に深めて行った。 
 
3.2 本社と現地の成功を捉えるタイミングのズレ 
 
 販売店とユーザー層が徐々に拡大し、2011 年 1～3 月には数量が半減したが売上金額は従来
レベルを辛うじて維持ができ、これを本社が「一定の成功」と捉えた。しかしインドネシア販
社スタッフが成功と捉えたのは、2012 年後半であった。（図 9 参照） 
 既存モデルからインクタンクへの置き換えは、市場の反応を見ながら段階的に行われ、2012
年までに完了した。また 2010 年の導入直後には、本社・販社が協働で初期モデルの導入後調
査が行われ、初期モデルの問題点は後継モデル導入時に改善がされた。 
 成功と捉えるタイミングが異なったのは、置かれている立場の違いによるものである。 
本社のインドネシアでの導入目的は、新興国での事業採算を改善のために、消耗品収益に頼ら
ない事業モデルを、机上の推論ではなく、例え一ヶ国だけでも実地で検証することであった。
それに基づき他の新興国への展開が容易になるので、「一定の成功」は戦略上極めて重要な出
来事であった。しかしその時点のインドネシア販社は、顧客の不満の矢面に立ち数量シェアが
減少していたので、成功とはいえない状況にあった。大半の販売店での理解が得られ、数量シ
                                                   
50 日系企業が新興国発の事業革新を進める上で、担い手（エンジニア）の動機付けを巡る問題があるとの指摘あり
（榊原, 2012）。 
51 「経営層の関心が高いプロジェクトではあったが、既存モデルからの置き換え以外は特に細かな指示もなく、現
場に全て任せくれた。」（3 章、5.1, 平崎道也） 
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ェアが回復し、初期モデルを改良した後継モデルが 2012 年に登場することで、始めて成功と
捉えることができた。 
 
図 9 事業革新過程と本社・販社・顧客の関わり(3) 
 
                                   出所：著者作成 
 
3.3 トリガーとしての「一定の成功」 
 
 本社と現地では成功のタイミングにずれがあったものの、2011年の「一定の成功」は、本社
が各国展開をその後進める上での重要なトリガーとなった。それまでインクタンクの有効性は、
協働調査に基づいた仮説であり、実売の検証はされていなかった。しかも、販売店は 2倍の値
上げでは売れるはずがないと懐疑的であり、インドネシア販社スタッフも販売に自信を持って
いなかった。しかし、数量シェアの低下など問題があるにせよ、また、たとえ一ヶ国であるに
せよ、新興国で採算改善ができるモデルを導入し、従来の売上額を辛うじて保つ可能性がある
ことを実地で検証できたことは、新興国でのインクタンクへの切替えという戦略についての予
測可能性が飛躍的に向上し、その新興国各国展開を推し進めて行くトリガーとなった。 
 
4. 新興国各国でのインクタンクの展開と製品拡充 
 
4.1 各国展開の開始 
 
 「一定の成功」がトリガー（⑤→⑥）（図 9 参照）となり、インクタンクへの置き換えが、
本社主導で 2011 年から新興国各国で段階的に進められた。当初はアセアン各国、その後、イ
ンドや他の新興国各国でも進められ、その後インクタンクはヒット商品へと成長して行った。
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置き換えは全ての国で順調に行った訳ではない。互換インク関連の供給地である中国では、置
き換えが難航した。 
 訴求方法は、インドネシア販社が中心となり各国の販売会社に共有された。インドネシアの
実地活動で考案された販促物は他の販売会社でも共有された。今までにない製品であり、しか
も「高いモノが売れない」とされている新興国で価格を従来の倍にしたので、文書での説明が
困難なため、アセアン各国をはじめ多くの新興国販社の関係者がインドネシアを訪問し、実地
で訴求方法を確認した。 
 
4.2 初期モデル導入後の状況 
 
 インドネシアでの次世代モデル導入は 2012 年 9 月であり、初期モデル導入から僅か 2 年後
であった。更にその改良版（3 世代目のモデル）が 2015 年 8 月に導入された。初期モデルの
導入がされてから以降は、本社・現地の協働調査によるフィードバックに基づき、信頼性と使
い勝手の向上、印字速度の向上、製品数の拡大などが、次世代・3 世代目で改良された。ただ
し、先進国のモデルチェンジで一般的な外観の刷新は行われず、モデルチェンジ後も初期の外
観がそのまま使われた。 
 他社（ブラザー、キヤノン、ＨＰ）が同等の製品を導入したのは、インクタンクの 3 世代目
が導入される前後の 2015 年から 2016 年にかけてであった。 
 
5. まとめ 
 
5.1 ３つのトリガー 
 
 本章では、本社・販社関係やエプソンと顧客との相互作用に注意しながら、事例（第 3 章）
の整理を行った。また、事業革新過程の各段階で、特に次の段階へ進む重要な行動（トリガー）
に着目し、各段階でのトリガーの形成を事業革新の形成と捉えることにした。そしてこの整理
を通じて、3 つのトリガーを確認することができた。 
 最初のトリガーは、新興国でのジレットモデルの有効性を否定するという本社の判断であっ
た。これが次の段階④（調査活動とインクタンクの仮説形成）へと繋がった。 
 2 つ目は、本社とインドネシア販社の協働調査で今まで隠れていた顧客の問題（費用）を明
示化できた点である。これが新たな事業モデルの仮説形成の基礎となり、次の段階⑤（インク
タンク導入）に繋がった。 
 3 つ目のトリガーは、本社が「一定の成功」を認識した点である。インドネシアでのインク
タンク導入当初、インクタンクは不評であったが販社主導の訴求活動を通じて、シェア・数量
が半減したものの以前の売上額を辛うじて維持できることが判明した。これを本社が「一定と
成功」と捉えた。つまり、事業採算の改善とピエゾ技術の活用する新たな事業モデルの有効性
が、一ヶ国（インドネシア）ではあるが不完全ながら実証ができので、本社が次の段階⑤（新
興国各国への展開）へと進めることができた。 
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5.2 トリガーの形成過程 
 
 これら 3 つのトリガーは、事業革新を形成する上で重要な要素であるが、それまでのさまざ
まな行動や出来事の積み重ねにより生じたものである。言い換えれば、本社とインドネシア販
社との関係を通したエプソン（企業）が顧客（インドネシアの販売店とユーザー）とのさまざ
まな相互作用を積み重ねがあったからこそ、各トリガーが結実できた。 
 1 つ目のトリガー（新興国でのジレットモデルの有効性を否定）が形成されるまでには、さ
まざまなやり取りがあった。市場での互換インクの普及や利便性向上に対して、本社の指示の
下で新興国販社が純正消耗品の各種販促活動を行い、それでも成果が上がらないことが判明し、
抜本的な事業革新が必用となった。その時期には、成功には至らなかったが、自社製 CISS 付
プリンターや EC-01 の検討や導入の試みが行われた。 
 2 つ目のトリガー（今まで隠れていた顧客の問題・費用の明示化）の形成についても同様で
ある。本社と子会社との関係を通した顧客とのさまざまなやり取りの結果であった。本社がイ
ンドネシアのみで調査と導入をするという決定をした。本社とインドネシア販社の協働調査を
通じて顧客の課題を把握し、それがインクタンク導入の仮説形成へと繋がった。またその下地
となったのは以前に本社と販社で検討して導入を諦めた自社製 CISS 付プリンターであった。 
 3 つ目のトリガ （ー本社による一定の成功の確認）も、さまざまなやりとりの結果であった。
インドネシアでのインクタンク訴求については現地販社に権限が委譲されていた。大半の顧客
が批判的であったのに対し、現地販社は関心を持った一握りの顧客への訴求活動を通じて、訴
求方法と販売網の拡充を図った。それが一定の成功に繋がった。 
 
 インクタンク導入は、事前に練られた綿密な戦略計画の実施により実現したと言うより、創
発的に形成された事業革新である。しかし、偶発性のみで形成された事業革新とは考え難い。
むしろ企業が意思を持ち、本社と子会社の関係を通して顧客との相互作用を促進させる各種工
夫が行われたからこそ、つまり事前の操作があったからこそ、実現ができたと考えられる。こ
の点については次章で考察を行いたい。 
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第 5章 考察 
 
 本研究の目的は、日系グローバル企業の事業革新ダイナミズムを「本社と子会社の関係」を
通した「企業と顧客の相互作用」の視点から分析を行うことで、「事業革新の形成」と「相互
作用の活性化」の関係を解明することである。換言すると、創発型戦略の偶発的側面だけでは
なく、相互作用の活性化という、創発性における企業の意思で事前に操作が可能な側面に、焦
点をあてることで、相互作用を活性化と事業革新の形成との関連を問う研究である。 
 4 章（発見事実）では、第 3 章（事例）を分析枠組に基づいて整理し、事業革新の形成に重
要な 3つのトリガーと、それに至る本社と子会社の行動や出来事の確認を行った。 
 これらの確認に基づき本章では、事業革新の形成と相互作用の活性化を促す方策や工夫との
関係についての考察を行う。つまり、トリガーに至るさまざまな本社・子会社を通した相互作
用が、どのような工夫や方策によって促され、そして、そこには何らかの規則性がないかを検
討することで、事業革新の形成に繋がる相互作用の活性化について考察を行う。 
 
 4 章（発見事実）から明らかなように、インクタンク導入は、主に本社主導で行われた事業
革新と考えられる。本社主導が現地適応の弊害となる場合がある一方で、本事例での本社主導
はむしろ事業革新の形成を後押しと考えられる。そこで終章では、本章の考察を踏まえながら、
新興国発の事業革新における本社主導のあり方について検討を行いたい。 
 
1. 相互作用の活性化について考察 
 
 本節では、本社・子会社関係を通して行われる相互作用の活性化要因について、本事例での
特徴と先行研究の主張とを対比させながら考察を行う。 
 
1.1 本社・子会社関係の動態的変化 
 
 Bartlett & Ghoshal (1989, 邦訳 1990）は、本社と子会社との関係における、中央集中型と
分散型の功罪を補完し合う柔軟な組織関係（トランスナショナル企業）を提唱している。しか
し、これはあくまでグローバル組織における静態的なあり方としての提唱である。本研究では、
日系企業の新興国発事業革新について、時間経過を伴う本社・子会社関係の動きや変化の分析
を行った。 
 本事例の事業革新における本社・子会社関係は、全般的には本社主導であったと言える。し
かし、時間的な経過の中では、不変な部分と柔軟に変化する部分があった。本社の基本方針の
徹底は終始貫かれ不変であった。一方、それ以外の本社・子会社関係は、時間軸の中で柔軟に
変化していた。 
 図 10 は一連の過程での本社と子会社（インドネシア販社）の関係をまとめたものである。
本社・子会社関係の時間軸での動きを着目しながら説明を行いたい。 
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図 10 本社・子会社関係の時間的な展開 
 
                                  出所：著者作成 
 
(1) 不変な部分（2つの基本方針の徹底） 
 新興国での採算性の改善、ピエゾ技術（自社技術の強み）を活かした製品導入という本社方
針の徹底は、本社と子会社が行動すべき枠組を明確にし、その枠組内で柔軟な本社・子会社関
係を進めることで、顧客との相互作用をむしろ促進したと考えられる。 
 結果的には成果が上がらない国が多かったが、新興国各国では本社の指示により、互換イン
ク普及の対応策として様々な純正カートリッジの販促策が行われた（4 章 1.1 (2)）。 
 2008～2009 年にグループ業績が悪化する中で、本社主導で長期ビジョンの策定が進められ
た。そこでは、ピエゾ技術など強みとなるコア技術分野への集中と、不採算部門の見直しの方
針が打ち出された、新興国は IJP（インクジェットプリンター）の採算改善が急務となった（4
章 1.1 (3)）。そして、この方針に基づき、新たな事業モデルを探索するプロジェクトが本社主
導で始まった（4 章 2.1）。また、新興国での IJP の採算改善が急務であったため、インドネシ
アにインクタンクが導入される際には、本社から現地販社へは、既存モデルからの置き換えが
徹底された（4 章 2.1 (3)）。 
 これらの本社主導や本社方針の徹底は、結果として、本社から現地販社へ（あるいはそこか
ら市場へ）と一方通行なものではなく、市場からのフィードバックを誘発するものであった。 
 CISS（互換インク改造キット）が登場した際には、他社よりも敏感に反応している。CISS
は大量印刷をする互換インクユーザーの利便性を向上させるキットのため、大量印刷の信頼性
を強みとするピエゾ技術への危機感であったためである（4 章 1.2）。 
 また、本社と現地販社が協働で調査活動をした際も、CISS を使い大量印刷をする中小事業
所が抱えているエプソンのプリンターに対する二面的な評価を的確に捉えている。大量印刷に
適したピエゾヘッドの持ち味をユーザーが理解する一方で、互換インクに起因した品質問題と
業務の停滞という課題である（4 章 2.2）。 
 インドネシアでのインクタンク導入の際には、販売店の「売れるはずがない」という反応の
中でも、本社方針として既存モデルからインクタンクへの置き換えという、厳しい指示が打ち
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出された。販社は逃げ場がないので、理解を示す一部の顧客に製品デモをすることで訴求活動
を始め、そこで販売できると販社スタッフは次第に自信を深め、顧客層を広げて行った（4 章 
3.1）。 
 
(2) 柔軟に変化する部分 
 本事例では、基本方針の徹底は本社主導で一貫性を持って進められたが、それ以外の点につ
いては、状況に応じて本社・子会社関係が柔軟に変化していた。 
 長期計画の策定やインクタンクプロジェクト開始よりも前の時期から、本社が現場の意見に
耳を傾けている。インドネシアディーラーの声を現地販社が本社に提案し、本社が自社製 CISS
付プリンターの試作品を製作し検討も行った。しかし、消耗品価格を下げるために大幅に製品
値上をしては売れないという本社と現地販社の判断から、導入には至らなかった(4章 1.3)。 
 新興国での互換インクの普及と利便性向上、グループ業績の悪化、長期計画の策定などを背
景として、新興国でのインクジェットプリンターの事業採算を改善するプロジェクトは、本社
主導で始まった（4章 1.1）。 
 本社とインドネシア販社の協働活動により、導入前には機能や信頼性に関わる調査と価格の
検討、初期導入後には次期機種へのフィードバックための導入後調査が進められた。技術上の
課題の把握、顧客の説明の微妙なニュアンス、固有な使用環境などの点から、現地を良く知る
販社スタッフと技術情報を持つ本社設計者などの協業が必用であった(4 章 2.1 (1))。また事
業採算の改善と、どこまでの値上げが顧客に受け容れられるかについては、本社と現地販社間
での検討が重要であった（4章 2.3、2.4）。 
 インドネシアでの初期導入と訴求活動は、現地主導で行われ、本社は見守る姿勢であった。 
（4 章 3.1）。本社からの厳しい指示は既存モデルからの置き換えのみで、それ以外は現地任
せの活動であった（3章 5.1 (2)）。 
 また、初期モデル導入後には、本社と現地販社が協働で導入後の調査を行い、課題を短期間
に改善して次期モデルの早期導入を図った（4章 4.2）。 
 インドネシアで「一定の成功」（インクタンク導入で数量シェアが落ち込んだが辛うじて売
上額が維持）が現地で確認できた直後からは、本社主導で、新興国各国での既存モデルからイ
ンクタンクへの段階的な置き換えが進められた（4章 4.1）。 
 ただし、インドネシア販社が実地で考案した訴求方法と販促物は、インドネシア販社が中心
となり新興国の販社間で情報共有が行われた。訴求方法は、文書では他国へ説明が難しかった
ので、他の新興国関係者がインドネシアを訪問して実地で確認をした（4章 4.1）。 
 このように本事例では、基本方針の徹底は本社主導で一貫していた。その一方で、基本方針
以外は状況に応じて本社・子会社関係が柔軟に使い分けられていた。この一貫性と柔軟性の二
面性が、相互作用の活性化に役立ったと考えられる。つまり、本社による基本方針の徹底は、
本社と子会社が行動すべき枠組を明確にし、その枠組内で柔軟な本社・子会社関係を進めるこ
とで、顧客との相互作用を促進したと考えられる。 
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1.2 各プレーヤーの役割 
 
(1) 本社の役割 
 ローカル適応には、柔軟性や現地主導が重要とされている（Bartlett & Ghoshal, 1989, 邦
訳 1990）。また、日系企業は本社主導であり過ぎるとの批判も多い。経営トップ直属タスクフ
ォースを現地に設置し、現地への大幅な権限移譲を行うことが、新興国発の事業革新（リバー
スイノベーション）には重要とする主張もある（Govidarajan & Ramamurti, 2011）。 
 しかし本事例では、一貫性と柔軟性の両面を備えた本社・子会社関係が特徴的である（本章 
1.1）。そういった関係の中で、1) 基本方針の明確化と各部門への浸透、2) 相互作用を活発化・
効率化させる枠組の設定、3) 関係者の思い切った行動への配慮、の 3 つが重要な本社の役割
であったと考えられる。 
 1 つ目に重要な本社の役割は、基本方針（事業採算の改善、ピエゾ技術の活用）の明確化に
留まらず、各部門へその浸透を十分に行った点である。2008～2009 年にグループ業績が悪化
する中で、本社が長期ビジョンの作成を行い、IJP(インクジェットプリンター)の事業採算の改
善とコア技術（ピエゾ技術）を活用できる分野の育成の方針が打ち出され、中でも新興国での
IJP 採算の改善が急務となった（4 章 1.1 (3)）。長期ビジョン策定だけでは不十分であった。
内外の各部門へのその共有と浸透に力が入れられた。社長が各部門で説明を行う活動が続けら
れた（4 章 1.1 (4)）。インクタンクのプロジェクトはこの方針に沿って進められた（4 章 2.1）。
そのためインドネシア販社の現地スタッフが、既存の IJP で互換インクが使われる場合、グル
ープとして採算的に立ち行かないことを承知し、その上でプロジェクトに参加していた（3 章 
5.1 (4) 脚注 30）。 
 本社が基本方針という枠組を規定・浸透させた上で、2 つ目に重要な本社の役割は、顧客と
の相互作用を活発化させる枠組を設定した点である。その結果、本社とインドネシア販社の関
係を通して現地顧客との活発な相互作用を行うことができたと考えられる。当初は複数の新興
国では行わずに、インドネシアのみで調査・導入・訴求を行うという判断を本社が行った（4
章 2.1）。各種エプソン製品の高い市場シェアが高いため、顧客からの声が入り易い、売り難い
製品が訴求し易い、主力プリンター工場が以前からあり本社関係者のアクセスが多い（4 章 2.1 
(4)）などが背景にある。また、新たな製品を根本からつくらずに、既存製品を活用した早期導
入（4 章 2.1 (2)）を図ることで、顧客からの反応を早く学ぼうとする方針であった（3 章 5.1 (2) 
平崎道也のコメント)。 
 基本方針と相互作用を活発化させる場を規定した上で、3 つ目に重要な本社の役割は、困難
な状況の中で、関係者が思い切った行動ができるための配慮である。関係者からは、次のよう
な証言があった。「経営層の関心が高いプロジェクトではあったが、既存モデルからの置き換
え以外は特に細かな指示もなく、現場に全て任せくれた」（3 章 5.1 (2)、平崎道也のコメント）。
また、「インドネシアでの事業モデルの置き換えは、現地販社には大きなリスクを伴ったが、
そういうことが思い切ってできた。失敗ができる企業風土でなければそこまでやれなかった」
（3 章 5.1 (4)、遠藤鋼一のコメント）。 
 
(2) 子会社の役割 
 国際経営における子会社の役割として、「戦略的重要性」や「現地組織の能力」が重要とさ
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れている（Bartlett & Ghoshal, 1989, 邦訳 1990）。市場規模や市場動向が他市場より先行して
いるなどの点が「戦略的重要性」であり、技術や市場開発などの組織の能力が「現地組織の能
力」である（同著邦訳, p.p. 141-142）。 
 市場規模がインドネシアより大きい中国やインドではなく、インドネシアが協働調査や初期
導入を進める国に選定したのは、他の理由からであった。つまり、本事例の事業革新過程で重
要な子会社の役割は、本社指示の有無に関わらず、「現場発の相互作用を実施・発信する」こ
とであった。 
 本社とインドネシア販社の協働調査や、既存モデルからインクタンクへの置き換えは、本社
の指示に基づいて進めたインドネシア販社の行動である。一方、インドネシア販社が独自の判
断の行動で、あるいは本社の意向に必ずしも沿わない行動で、企業と顧客間の相互作用の進展
に繋がる場面も多く合った。 
 自社製 CISS 付プリンターは、インドネシアのディーラーからの提案をインドネシア販社が
本社に要望したものであった（4 章 1.3）。新興国で既存事業モデル（ジレットモデル）の有効
性が否定される（4 章 1.1）よりも前の時点であったため、必ずしも本社の意向に沿う提案で
はなかった。しかし、この提案により本社が試作品を作り導入を検討し、当時は導入に至らな
かったが、その後のインクタンク導入の原型の製品となった。 
 本社とインドネシア販社の協働調査では現地スタッフが積極的に関与し、そこで得たユーザ
ーが抱える品質問題の明示化（4 章 2.3）が、インクダンク導入のきっかけとなった。 
 導入後は、一握りではあったが一部の顧客がインクタンクに関心を示し、現地販社がその顧
客の訴求活動を通して訴求方法が拡充し、訴求活動を通じて顧客層を一握りからインドネシア
全体へと徐々に拡大することができた（4 章 3.1）。これはインドネシア販社の独自の判断によ
る行動であった。 
 また、インドネシアでインクタンク訴求の目途が着いてからは、他の新興国販社の関係者を
招き実地で訴求方法の説明に協力をした（4 章 4.1）。 
 このように、現場発の相互作用を実施・発信する力が、本事例では重要な子会社能力であっ
た。それ自体では成果を生み出さない場合もあるが、そう言った現場発の実施・発信が、本社
との関わり合いを通じて、事業革新の形成に貢献している。 
 
(3) 現地駐在員の役割 
 本国から派遣された駐在員は、「本国からの知識移転とコントロールの役割を担う（Edstrom 
& Galbraith, 1977）」（大木, 2016）という、本社主導を統制する役割がかつては重視されてい
た。しかし、日本人駐在員に基づく現地子会社の統制が、国際的な業務の妨げになっている
（Legewie, 2002）という主張が近年支配的である。また、現地従業員は、駐在員よりも現地
事情を理解している（Legewie, 2002）という指摘もある。 
 これに対して本事例では、インドネシア販社の社長（本国から派遣された現地駐在員）は、
本社・子会子会社関係を通した相互作用を進める仲介者の役割を果たした点が特徴的である。 
 本社・インドネシア販社の協働調査活動の際には、ユーザーや販売店訪問時の調査項目やチ
ェックシート52の作成や、現地スタッフへの協働調査の趣旨説明などを行った（4章 2.1 (1)）。 
                                                   
52 本社の開発者などが入手したい質問項目を網羅し、しかも、現地スタッフが聞き易く顧客が説明がし易い内容で
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 互換インク普及に伴う事業採算の悪さとインクタンク導入の必要性については、インドネシ
ア販社としてではなくグループ全体の問題である趣旨については、インドネシア販社の社長か
ら現地スタッフに十分に説明が行われていた（3章 5.1 (4)の脚注(30)）。 
 このように現地事情と本社事情に精通した仲介者がいたからこそ、本社・現地販社の関係を
通して顧客との相互作用が活性化できたと考えられる。 
 
1.3 本社の意思決定スタイルの特徴 
 
 新興国での市場適応の戦略は、標準化からの違いが大きく不確実性が高い場合もあり、戦略
実施には大きなリスクを伴うという指摘がある（天野, 2010; 臼井・内田, 2012）。また、組織
が持つ情報量と組織が必用とする情報量にギャップから不確実性が生じるので、不確実性への
対応として、情報処理能力を高める方策が重要とする主張がある（Galbraith, 1973, 邦訳1980）。 
 しかし本事例では、既存の標準品から大きく異なる新規プラットフォームの開発や、長期に
渡る大がかりな情報収集や戦略策定が、あまり行われていない。むしろ、既存製品を活用し早
期に市場導入を図り、そこから早く何かを学び、次に早く展開に繋げるスタイルであった。 
 インクタンクプロジェクトの前に、既存事業モデルからの代替を図る2つの試みが行われた。
両者とも成功には至らなかったが、既存製品を活用した導入の検討であった（4 章 1.3）。 
 インクタンク導入のプロジェクトを始める際には、既存モデルを活用した早期導入と、イン
ドネシア 1ヵ国のみでの調査・導入を行う意思決定を本社が行った（4章 2.1）。根本から見直
す製品開発には期間・費用を要することから、既存のモデルや技術を活用した早期導入の本社
方針が採られた（4章 2.1 (2)）。また、複数国で調査・導入をすれば、より豊富な市場情報を
得られるはずである。しかし当事例ではインドネシア 1ヶ国のみで行われた（4章 2.1 (4)）。 
 初代モデル（2010 年）、次世代モデル（2012 年）、3 世代目（2015 年）と矢継ぎ早にインク
タンクが導入されたが、費用と手間のかかる外観の刷新は行われず、導入後の本社・現地販社
の協働調査に基づき、信頼性と使い勝手の向上、印字速度の向上、製品数の拡大が進められた。
他社が同等モデルを導入（2015～2016 年）するまでには、顧客との間でさまざまな相互作用
が既に行われていた（4 章 4.2）。 
 本社の意思決定スタイルの特徴として、計画作成のために情報量や処理能力を高めることや、
リスクを伴う戦略実施よりも、既存の技術や製品を活用し修正をかけながら早期に１ヶ国だけ
で小規模な製品導入を始めて、顧客からの迅速なフィードバックを活用し、事業のスケールア
ップを図る53という方法が採られた点である。その結果として、戦略実施に伴う大きなリスク
を回避している。最適解が事前には判らない（あるいは存在しない）ので、計画立案の精緻化
や大きな変更を伴う製品開発に資源を投入するよりも、顧客との迅速で多様な相互作用を通し
て戦略を形成して行こうとするスタイルである。 
 
1.4 活発な相互作用による動機付けの形成  
 
 相互作用の活性化に関する考察の最後に、関係者の動機付けの問題についての説明をしてお
                                                                                                                                                               
なければならないため、インドネシア販社の社長が、両者の立場を踏まえてチェックシートを作成に関わった。 
53 起業研究のフィードバックのループ（Rise, 2011; Black, 2013）の考え方に類似している。 
49 
 
きたい。予測可能性が低く最適解が事前には判らない（存在しない）事業革新過程では、しか
も新興国のように事業革新の起点が本国以外となる場合は、上位方針に従うだけでなく、設計
現場と販売現場の自主的な関与が不可欠である。そのため、関係者の動機付けが重要な要素で
ある。しかし、打開策が見えない状況では、関係者の動機付けが難しいという問題 54（吉原, 
2011; 榊原, 2012）が通常は考えられる。 
 当事例では、打開策が見えない中でも関係者の動機付けが行われていた。インドネシア販社
の複数スタッフの証言によれば、多くの本社設計者が調査のために顧客訪問をし、自分達の市
場のために本格的な顧客調査を行ったので、彼らはむしろ快く積極的にプロジェクトに参加す
ることができた（4 章 2.5）。本社設計チームも、低価格インクジェットプリンターを中小事業
所が大量印刷するという先進国の常識から外れた使用実態を目の当りにし、既存技術を使いつ
つも従来と全く異なる製品開発ができる興味から、プロジェクトへの関与を強めて行った。ま
た販社スタッフは、自身での製品デモを通じて目前で製品が売れるので、インクタンクへの自
信を徐々に深めて行った（4 章 3.1）。 
 本事例では、インドネシアでの協働活動と顧客の実態把握という、本社・子会社間の積極的
な関係と、顧客との積極的な相互作用が、関係者への動機付けを高めたと考えられる。 
 
2. まとめ 
 
 本研究では、日系グローバル企業の本社・子会社関係を、一般化した静態的なあり方ではな
く、1) 新興国発の事業革新という特殊な状況において、2) 長期に渡る動態的な動きや変化を、
3) 相互作用という視点から、分析を行った。この 3 つの特徴により、主な既存研究とは異な
る考察を導き出している。表 6は、本事例で特徴とする相互作用を活性化し事業革新の形成に
繋がる要素と、国際経営論の代表的な先行研究の主張とを比較したまとめ表である。7 つの要
素に分類した。 
 本事例の本社・子会社関係の特徴は、徹底した本社主導の一貫性と状況に応じて関係が変化
する柔軟性という二面性である。それが活発な相互作用を促したと考えられる。2 つの基本方
針（採算性の改善、ピエゾ技術の活用）の徹底が、本社と子会社が行動すべき枠組を明確にし、
その枠組内で柔軟な本社・子会社関係を進めることで、顧客との相互作用をむしろ促進したと
考えられる。これは、本社主導が現地適応の障害になるという主張とは異なる結論である。一
連の事業革新過程においては、本社による基本方針の徹底が終始一貫していたが、それ以外の
本社・子会社関係は、本社主導・現地への権限移譲・本社ご現地販社との協業など、状況に応
じて柔軟に変化をしていた。 
 本社の役割として 3 点が重要であった。1 つ目は、基本方針の明確化に留まらず、各部門へ
のその浸透を十分に行った点である。2 つ目は、顧客との相互作用を活発に進めるために（あ
るいは無駄な活動をしないために）、インドネシアで本社と現地販社が協働活動を行うという
枠組を規定した点である。3つ目は、関係者が思い切った活動をできる配慮であった。 
 子会社の役割は、戦略的な重要性（売上・市場規模）や能力（開発機能など）よりも、「現
場発の相互作用を実施・発信」する役割が重要であった。それ自体は単体で成果を生み出さな
                                                   
54 新興国向けに、技術的進歩を伴わない機能・性能を落した廉価版の製品開発を行う場合、開発関係者の動機付け
を維持することが難しい。 
50 
 
い場合もあるが、それが本社との関係と通じて事業革新の形成に繋がっている。 
 
表 6 相互作用の活性化を促す要素 
分類 小分類 
相互作用の活性化を促す要素 
（本事例での特徴） 
先行研究での主な主張 
本社・子会社
関係 
不変な部分 本社が基本方針を終始徹底 集権化と分散化を補完し合う柔軟な関係
が重要。（Bartlett & Ghoshal, 1989, 邦
訳 1990） 
柔軟に変化
する部分 
基本方針以外は、時間経過の中で柔
軟に変化 
各プレーヤー
の役割 
本社 
基本方針の徹底と浸透 
相互作用を活発化させる枠組の設定 
関係者の思い切った行動への配慮 
現地へ権限移譲が重要 
（Govidarajan & Ramamurti, 2011） 
本社主導は現地適応の妨げとなる 
子会社 現場発の相互作用を実施・発信 
戦略的重要性、子会社能力（Bartlett & 
Ghoshal, 1989, 邦訳 1990） 
現地駐在員 
本社と子会社が顧客と相互作用を進
める仲介役 
駐在員への権限集中は適応の妨げとなる 
（Legewie, 2002） 
本社の意思決定スタイル 
の特徴 
既存製品からの大がかりな変更より
早期実施とフィードバックを重視 
非連続な事業戦略（既存製品から大きな
変更）が必要。大きなリスクを伴う。 
（天野, 2010; 臼井・内田, 2012） 
関係者の動機づけ 
活発な相互作用による動機付けの形
成 
難しい状況では動機づけの維持が困難
（榊原, 2012） 
                                   出所：著者作成 
 
 本国から来た駐在員への権限集中が現地適応の妨げとなるという主張もある。しかし、本事
例では駐在員（本国から赴任したインドネシア販社の社長）は、本社と現地の両方の状況を理
解する立場にあり、本社・現地販社との関係を通した顧客との相互作用を活発化させる仲介者
の役割を果たしていた。 
 本社の意思決定のスタイルとしては、計画策定の精緻化や大きな資源投入を伴う製品導入よ
りも、既存の技術・製品を活用して早期に導入し、顧客からのフィードバックを活用しながら
早期に修正しながら、事業をスケールアップ行くという点が、特徴的であった。このスタイル
が、顧客との相互作用を速く進め、結果的には、新たな戦略に伴うリスクを制限している。 
 最後の要素は、関係者の動機付けについてである。打開策が見えない困難な状況では、関係
者の動機付けが難しいとする主張が一般的である。しかし、インクタンク導入の事業革新を進
める上では最適解が予め判らなかったので、関係者は上位方針に従うだけでなく、自主的な関
与が重要であった。本事例では、インドネシアでの協働活動と顧客の実態把握という、本社・
子会社間の積極的な関係と、顧客との積極的な相互作用が、関係者の動機付けをむしろ高めた
と考えられる。 
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 本章では、本事例の事業革新過程における、本社・子会社関係を通して行われる相互作用を
促す 7項目の要因について考察を行った。終章では、この考察に基づいて本研究の分析枠組を
再確認し、本研究の目的である事業革新の形成と相互作用の活性化についての確認を行い、そ
の上で政策的含意についての検討を行う。 
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終章 
 
1. 分析枠組の再確認 
 
 1 章（先行研究と分析枠組）と 5 章（事業革新の形成と相互作用の活性化を促す方策や工夫
との関係についての考察）に基づいて、本研究の分析枠組をまとめ直すと、本研究の分析枠組
は図 11のようになる。 
 
図 11 事業革新の形成と相互作用の活性化の関係 
 
                                 出所：著者作成 
 
 本事例で取扱う本社・子会社関係の分析は、一般化されたグローバル組織の静態的なあり方
に関するものではない。本国ではなく新興国からの事業革新が必用となる状況について、本
社・子会社関係の軸に、企業と顧客との相互作用の軸と、一連の過程のダイナミズムという時
間軸が加わった分析である。本社・子会社関係の軸に、相互作用の軸と時間経過の軸を分析軸
に加えることで、本社・子会社関係の静態的な分析では見え難かった点を、見て行こうという
試みである。 
 そして、以下の設定による枠組でインクタンク導入過程を分析することで、事業革新の形成
を進める上で重要となる、具体的な相互作用の活性化策を調べて行く試みである。 
① 日系企業による新興国発の事業革新が必用となる状況では、予測可能性が低い状況のため、 
  事前には（計画策定時には）事業革新の最適解の確認が極めて困難である。 
② 事業革新の最適解は、本社と子会社との関係を通した相互作用を通じて事後的に形成され 
   て行く。 
③ 相互作用を活性化させる各種工夫を事前に施すことで、事業革新がより早く形成されて行 
   く。 
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2. 事業革新の形成と相互作用の活性化 
 
 本研究の目的は、日系グローバル企業による新興国発の事業革新過程について、「本社と子
会社の関係」を通した「企業と顧客の相互作用」から分析し、「事業革新の形成」と「相互作
用の活性化」の関係を解明することであった。 
 そのためには、分析方法での工夫が必要であった。まずは、事業革新過程を複数に段階化し、
各段階での事業革新の形成で特に重要な行動・出来事をトリガーとして特定した。次にトリガ
ーの要因となる各種の行動・出来事を確認した。そして最後に、これら各種の行動・出来事を
後押しする工夫や施策がどこにあり、そこには何らかの規則性がないかを検討することで、相
互作用の活性化策を考察する、といった一連の手続を行った。 
 以上の方法により、インクタンクという事業革新の形成を促す、本社・子会社を通した相互
作用の活性化について 7 項目の考察を行った。 
 本社・子会社関係は、時間経過の中で、不変な部分と柔軟に変化する部分があった。① 本
社が基本方針の徹底を終始一貫させていた。その一方で、基本方針以外は、② 本社・子会社
関係が柔軟に変化していた。一貫性と柔軟性の両面を備えた点が本事例の特徴である。 
 各プレーヤーの役割にも特徴があった。③ 本社の役割は、基本方針の徹底と浸透、相互作
用を活発化させる枠組の設定、関係者が思い切った行動が出来る配慮、の 3 つである。 
 本事例で重要な子会社の役割は、戦略的な重要性や子会社能力（Bartlett & Ghoshal, 1989）
よりも、むしろ ④ 現場発の相互作用を実施・発信する点であった。それ自体は成果に繋がら
ない場合もある。しかし、それが本社との関係を通じて新たな相互作用が生まれ、事業革新の
形成に貢献した。 
 現地駐在員の役割は、⑤ 本社と子会社が相互作用を円滑に進める上での仲介者の役割を果
した点である。 
 ⑥ 本社の意思決定のスタイルは、既存製品から大がかりな変更をするよりも、既存製品を
活用しながら早期実施を図り、フィードバックを早く入手し、その後の修正や展開を重視して
いた。この意思決定スタイルにより、結果的には「非連続型戦略」（天野, 2010）によるリスク
を回避している。 
 最後は、不確実性が高く困難な状況での、関係者の動機付けの問題である。本事例では、⑦ 
組織間や市場との活発な関係が、むしろ現地販売や本社設計などの関係者の動機づけを形成し
ていた。最適解が事前には存在しない事業革新の過程では、上位方針や本社方針に従うだけで
なく、関係者の自発的な関与と、その動機付けが重要な要素と考えられる。 
 
 以上の 7 項目の要素はそれぞれが関連し合いながら、相互作用を活性化させ、事業革新の形
成を後押ししたと考えられる。これらの考察結果を踏まえ、次節では、本研究が示唆する政策
的含意について検討をしてみたい。特に、本事例が示唆する、本社主導の事業革新のあり方が
重要な検討項目である。 
 
3. 政策的含意 
 
 インクタンク導入は、主に本社主導の事業革新であったと言える。新興国での純正消耗品の
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販売不振やグループ業績の悪化を背景に、本社の判断で、新興国での既存事業モデルの有効性
が否定された。2 つの基本方針（新興国での事情採算の改善、ピエゾ技術の持ち味を活用）を
終始徹底したのも、本社主導によるものであった。本社とインドネシア販社とが協働で新たな
事業モデルを模索する調査も、本社主導で始められた。また、インドネシアで既存製品からイ
ンクタンクへの置き換えは、本社の指示によるものであった。更には、インドネシアでの一定
の成功が確認できた後に、本社主導で他の新興国でも置き換えが進められた。 
 「本社主導」は、国際経営研究では現地適応の弊害として捉えられる場合がある。しかし、
本事例の事業革新過程では、さまざまな本社主導が、むしろ事業革新の形成に貢献していたと
考えられる。では本事例での本社主導と、弊害となる本社主導とは、何が違うのかという疑問
が残る。本節では、考察結果を総括しつつ、新興国発の事業革新における本社主導あり方につ
いての政策的含意の検討を行う。 
 
 本事例は、本社・インドネシア販社が敵と捉えて来た互換インクで大量印刷する顧客の課題
を解決し、先進国中心に有効とされて来た既存事業モデル（ジレット・モデル）を否定し、し
かも大半の顧客が反対する中で導入と訴求を進めた事業革新であった。本事例は、最適解が事
前に存在しない状況での事業革新であり、本社・子会社関係を通じて企業が顧客との相互作用
を積み重ねながら、事業革新を形成させて行く過程であったと言える。 
 そこでの本社主導の特徴は、緻密は戦略計画の策定や計画実施の指示・徹底ではなく、活発
な相互作用が行われるための枠組と関係者が動き易い環境を、本社主導で整備した点にある。
この点が、適応の弊害となる本社主導と本事例での本社主導との大きな相違点であり、本研究
の重要な政策的含意である。 
 本社による基本方針の徹底（採算性の改善、ピエゾ技術の活用）で、関係者は絞り込まれた
枠組の中で行動することができた。インドネシアでの本社・子会社の協働調査も双方の意思疎
通を単純化するものであった。調査と訴求の目途が着くまで、対象国をインドネシア一ヶ国に
本社が限定したことで、複数国で行う複雑さが回避でき、そこでの活発な相互作用を可能にし
た。また、費用と時間を要す根本からの新規開発を避け、既存製品を活用したことで、早期導
入と早期フィードバックの実現を可能にした。 
 最適解が事前に存在せず、ましてや、事業革新の起点が本国以外の新興国という状況では、
事業革新の過程は複雑になりがちである。だからこそ、相互作用の各種活動を単純化する工夫
や方策が、重要であったと考えられる。 
 ただし、本社主導による枠組と関係者が動き易い環境の設定だけでは不十分であった。本社
の意向や指示とは無関係に、現場発の相互作用の実施や発信が、重要な役割を果たしていた。
それ自体は成果を生み出さない場合もある。しかし、現場発の相互作用の実施や発信が、本社
と子会社関係を通じて事業革新のさまざまな進展に貢献した。 
 当時は必ずしも本社の意向に沿ったとは言えないが、インドネシア販社が自社製 CISS 付プ
リンター導入を提案した。その後、それがインクタンク導入を検討する際の原型となった。導
入時には大半の顧客が不満を持っていたのに、販社が独自の判断で、一握りの関心を示す顧客
への訴求を進めながら顧客層と販売を拡大して行った。また、インドネシアでの訴求に目途が
着いた後、他の新興国販社を招き実地で訴求方法の説明を行った。 
 このような、現場発からの相互作用の実施や発信がなければ、本社主導がいかに優れた枠組
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の設定が出来ても、事業革新の形成は難しかったであろう。 
 
 本事例の示唆する政策的含意を総括すると、新興国発の事業革新の形成をもたらす本社主導
とは、本社・子会社関係を通した活発な相互作用を行う枠組と関係者が動き易い環境を、本社
主導で整備することあった。ただし、本社主導だけでは不十分であり、現場発の相互作用の実
施や発信が、重要な役割を果たしていた。 
 
4. 研究上の貢献 
 
 本研究では、今までリサーチギャップ 55となっていたインクタンク導入という新興国発の事
業革新の発生過程について、本社と子会社の関係を通した顧客との相互作用の視点を用いるこ
とにより、解明することができた。 
 創発型戦略は、試行錯誤の中から偶発的・事後的に形成される側面に焦点が当てられること
が多い。しかし、本研究では、一社事例の事業革新過程の研究ではあるが、「相互作用の活性
化」という、創発型戦略における、企業が自らの意思で事前に操作が可能な側面に着目した実
証研究を行うことができた。これが本研究の実務的貢献である。 
 本研究の理論的貢献は、分析枠組と分析方法の特徴に因るところが大きい。日系企業による
新興国発の事業革新を分析するために、時間経過を伴う一連の過程を、本社・子会社関係を通
した顧客との相互作用から捉える分析枠組を導入した。また、事例上の発見事実と概念上の分
析枠組との対応関係を密接にするために、一連の事業革新過程を複数に段階化し、各段階のト
リガーとそれに繋がるさまざまな行動・出来事に着目し、そこから規則性を見出すという、分
析方法上の工夫を施した。これらが本研究の分析枠組と方法の特徴である。 
 本社・子会社関係という分析軸は、グローバル組織の一般的な（あるいは静態的な）あり方
の分析に用いられることが多い。しかし本研究では、日系企業の新興国発の事業革新について、
本社・子会社関係という軸に、時間軸と相互作用の軸を加えた分析を行うことで、既存の国際
経営研究の主な本社・子会社関係とは異なる発見を導き出すことができた。1 つ目は、相互作
用の活性化をもたらす 7 つの要素に関する考察である。2 つ目は、新興国発の事業革新過程に
おける本社主導のあり方である。 
 
5. 本研究の限界、残された課題と展望 
 
 本社・子会社関係という伝統的な国際経営の分析に、時間経過での動態的な視点と、顧客と
の相互作用の視点を加えたことが、本研究の特徴である。そのためには、多数の関係者とのイ
ンタビュー調査に基づいた詳細な分析が必要なことから、1 社事例の研究を行った。また、研
究の実証性を高めるために、調査で事実関係が明確な出来事や行動（意思決定）を用いた分析
を行った。 
                                                   
55 インクジェットプリンターについては、技術革新と価格下落を背景とした 1990 年代の市場拡大 (宮崎, 2002)、そ
の結果から生じた互換インク普及の問題 (天野・藤原, 2011; 藤原, 2012）、この問題を解決するためのビジネスモデ
ルの進化の動向 (伊藤, 2015)の研究が行われて来た。しかし、新たなビジネスモデル（インクタンク）の発生過程を
解明する体系的な研究が行われて来なかった。（松井, 2017b） 
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 1 社事例について事実関係を重視した分析を行うことで、上述の実務的・理論的な貢献がで
きた。それと同時に、研究上の限界もあり、今後の課題も残されている。 
 既存研究では見出し難かった含意を導き出した一方で、1 社事例という制約から、普遍的な
論理の検証には至っていない。そのため今後は、本研究の分析枠組を用いた、他のさまざまな
業界や企業の分析を進めて行きたい。 
 また、「事実関係が明確な出来事・行動（意思決定）」を重視した分析により、2 つの問題が
あったと考えられる。 
 1 つ目は本社・子会社関係の分析についてである。本社と子会社がどのような関係で、両者
がどのような行動（意思決定）をし、それがどう変化したかについては、ある程度分析ができ
た。しかし、各行動（意思決定）至る両者間の議論については、関係者から十分な証言を得る
ことはできなかった。例えばインドネシアでの協働調査の際に、どのように両者が議論をしな
がら顧客の再定義を進めたか（4 章 2.2）、インクタンクの製品価格の設定について両者どのよ
うな議論をしたか（4 章 2.4）といった点である。しかし、これらの点は、第 3 者が立ち入る
ことが難しい内容であり、質的事例研究の限界と考えられる。 
 2 つ目は、実証困難であるが重要と思われる要因についてである。実証性が高く検証可能な
発見事実を分析に用いた反面、検証が困難であるが重要な要素を十分には分析できなかった。
一連の事業革新過程を分析した中で、特に確認が難しかったのは、組織やその主要メンバーの
頭の中の動きについての、以下 2 点である。 
 第 1 は、組織の慣性やパラダイム56の影響である。既存事業モデルの否定（第 4 章 1.1）す
る際に、組織上の慣性（あるいは既存のパラダイム）が、否定を難しくしたと考えられる。そ
うでなければ、他社がインクタンクへの追従を 5～6 年間も要した（4 章 4.2）理由が説明付き
難い。しかし、この点については実証することができなかった。 
 第 2 は、既存事業モデルを否定して新たな調査活動（第 4 章 2）を進める際の、戦略形態（計
画型か創発型）についてである。本研究では、不確実性が高い状況では創発型の戦略形態が用
いられる（1 章 4 節, 3 つ目）と、予め戦略形態を設定している。しかし厳密に言えば、どのよ
うな状況と条件で、関係者の頭の中の戦略形態が、計画型（情報収集と予測に基づき計画を策
定）から創発型（顧客との相互作用に基づいて戦略を形成）に転換したのかを、本研究では解
明できていない。そのため、実証可能な出来事や行動（意思決定）として現れる相互作用と、
組織上の慣性（パラダイム）、戦略形態（計画型・創発型）の変化、の 3 つの関係を問う研究
について、今後は取組んで行きたい。 
 
 
 
                                                   
56 経路依存（David, 1985; 米倉, 1998; Sydow など, 2009）、過去の虜である企業 (Bartlett & Ghoshal, 1989), パラ
ダイム（加護野, 1988b）、組織上の慣性 (Tripsas & Gavetti, 2000)など、過去の出来事・経験が現在の行動や判断へ
の影響については、さまざまな研究がされている。 
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